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                                   午前９時00分 開議 

○議長（熊谷隆男君） 

  皆さん、おはようございます。 

  本日から本会議を再開し、一般質問となります。きょう、あすであります。 

  きょうはまた一転して、寒い日になりまして、皆さんもお気づきと思いますけども、きょう、一

般質問が熱い思いで行われることを期待いたします。よろしくお願いいたします。 

  それでは、ただ今から本日の会議を開きます。 

  本日の日程は、お手元に配付してあります議事日程のとおりでございます。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  初めに、日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、議長において３番 渡邉康弘君と４番 大久保京子君の２名を指名い

たします。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  これより、日程第２、市政一般質問を行います。 

  一般質問につきましては、通告制を採用しており、発言は通告順に議長の許可を得て行います。 

   質問、答弁時間を合わせて60分以内とし、質問は原則として、各標題の要旨ごとに一問一答式で

行い、一要旨が終了後、次の要旨に移行してください。 

  以上、ご協力をお願いいたします。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  初めに、６番 成瀬徳夫君。 

〔６番 成瀬徳夫 登壇〕 

○６番（成瀬徳夫君） 

  皆さん、おはようございます。議席番号６番 新政みずなみの成瀬徳夫でございます。 

  議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

  今回は、標題２件についての質問をいたしますので、よろしくお願いいたします。 

  12月15日なんですけども、「長良川の鮎」が世界農業遺産に認定されました。 

  「里山」や「里海」に倣って「里川」と名づけ、観光振興や農水産物の販売に活用していくとい

うことでございます。 

  この世界農業遺産の認定で、長良川流域で昔から生活の一部としてやってきた「里川」としての

生活を再認識することにより、次の世代に守ってもらうことが期待されております。 

  このようなことを耳にいたしますと、現代社会において自分自身の生活の基本を再認識すること

が必要ではないかと考えさせられるきょうこのごろでございます。 
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  前置きはほどほどにいたしまして、一般質問に入らせていただきます。 

  最初に、標題１、下水道の加入促進についてを質問させていただきます。 

  総務省は、平成27年１月27日付の通知で、「公営企業会計の適用の推進について」により、各地

方公共団体が地方公営法の全部または一部を適用し、公営企業会計を適用することを要請いたしま

した。 

  これにより、各地方公共団体は、公営企業会計への移行に適切に取り組むこととなり、瑞浪市も

既に水道事業のみが会計事務を実施しております。このほど、平成28年４月１日から任意適用であ

る下水道事業、農業集落排水事業においても適用されることとなります。 

  公営企業は、市民を対象に行うサービスに対する対価をもって、経営する企業活動でなければな

りません。 

  そこで、公共下水道の現状と今後の課題について質問いたします。 

  瑞浪市の下水道事業は、供用開始から50年が経過しており、公共下水道計画は、長い年月をかけ

て、市街地から郊外へと面整備が実施されてまいりました。 

  このようなことから、瑞浪市においては、面整備が最終段階になってきているように思われます

ので、現状と今後について、建設部次長にお伺いいたします。 

  要旨ア、公共下水道計画の面整備の進捗状況はどのようか。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

   建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  それでは、標題１、下水道の加入促進について、要旨ア、公共下水道計画の面整備の進捗状況は

どのようかについてお答えいたします。 

  本市の公共下水道事業の面整備は、昭和37年に開始、昭和40年１月に県下で３番目に供用を開始

しました。以降、50年間進めてまいりました事業は、今年度をもって事業認可区域内の面整備が完

了します。 

  この結果、公共下水道整備区域は、東部は釜戸町の東大島及び上平地区を末端とし、南部は稲津

町小里山の田地区のうち、小里川右岸側となります。また、北部は土岐町天徳地区、西部は明世町

山野内、和合町、山田町の土岐市境まで整備し、以上、全ての汚水が下沖町にある浄化センターへ

流入しております。 

  本市の公共下水道事業全体計画面積は1,218ヘクタールでございますが、整備区域の見直しを行

い、稲津町小里羽広地区、山の田地区の一部については整備を行わないこととしました。この結果、

今年度の面整備完了によりまして、処理区域面積は1,089ヘクタールとなります。また、総人口に

対して公共下水道への接続が可能である割合を示す平成27年度末の下水道普及率は、66.8％と見込

んでおります。なお、今後は、合併浄化槽により水洗化を推進します。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 
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  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  本当にたくさんの下水道の面整備ができておるようでございますけども、最後に言われましたよ

うに、今後は合併処理にて下水処理をしていくということでございましたけども、合併浄化槽で処

理された処理水なんですけども、「きれいな水で問題はない」と言われますけども、設置された当

事者以外の畑や田んぼ、それから、用悪水路に面したところに流された場合とか、敷地に面した水

路に流された場合が出てくると思いますけども、農業推進地区の用水路に放流される場合もまたあ

るやに、私は思われます。 

  このようなことから、最終放流先が問題になるような、私は気がいたします。 

  また、合併浄化槽を設置した場合の維持管理は、個人的な責任が伴うと思います。 

  放流水の水質については、環境課の管轄になると思いますけども、このようなことについて、上

下水道課としてはどのような対策をされておるのか、対応をされておるのかということを再質問さ

せていただきます。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  再質問についてお答え申し上げます。 

   合併浄化槽につきましては、適切な管理を行えば、浄化槽から放流される水質につきましては、

浄化センターや農業集落排水の処理施設での汚水処理後の放流水と同等の水質となると思っており

ます。 

  今後も、補助金を利用して合併浄化槽を設置する市民に対しましては、浄化槽法に基づく法定検

査、保守点検及び清掃を行うよう指導してまいります。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  今の答弁だと、やっぱり自己責任で合併浄化槽は管理していただきたいということだと、私は今

受け取りました。 

  次に移ります。 

  先ほどの下水道の面整備が終わると、次には個人的な対応となる宅内接続が必要となってまいり

ます。 

  宅内接続となりますと、水回りの改修が必要な方は、大変な費用がかかる場合があります。 

  しかしながら、下水道事業では、下水道計画区域の方々に加入、まあ、宅内接続をしていただか

なければ、下水道事業は成り立ちません。 

  本市の下水道事業は、公共下水道と農業集落排水事業があります。 

  農業集落排水事業の集落別の加入状況、宅内接続でございますけども、どのようになっているの
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か。 

  また、公共下水道事業においては、市街地では加入率が高いと思われますが、郊外での加入状況

はどのようになっているのか、地域別の加入状況を建設部次長にお伺いいたします。 

  要旨イ、面整備終了区域の加入状況（宅内接続）はどのようか。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  要旨イ、面整備終了区域の加入状況（宅内接続）はどのようかについてお答えします。 

  公共下水道及び農業集落排水処理施設の整備区域における加入状況につきましては、平成27年３

月末現在の処理区域内の人口のうち、実際に接続している人口の割合の水洗化率でお答えいたしま

す。 

  水洗化率は、地区別の住民基本台帳に記載された人口により算出しております。 

  農業集落排水区域と公共下水道区域の整備区域内での合計の水洗化率は、94.3％となっておりま

す。 

  農業集落排水の整備区域内水洗化率は、86.6％です。地区別の水洗化率は、月吉地区91.7％、日

吉南部地区85.7％、大湫地区73％でございます。 

  公共下水道の整備区域内水洗化率は、94.8％です。地区別の水洗化率は、明世地区99.6％、瑞浪

地区99.9％、小田地区99.8％、山田地区97.7％、土岐地区98.9％、釜戸地区62.6％、稲津地区

62.6％となっております。 

 

  なお、稲津地区、釜戸地区は汚水管の布設から年数が経過していないため、今後、水洗化率が増

加すると予想されます。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  非常に高い加入率で、私の標題の「加入促進」ということが非常に言いにくくなってしまったわ

けなんですけども、次の要旨に移ります。 

  先ほどの答弁で、農業集落排水事業の水洗化率が86.6％であり、公共下水事業の水洗化率が

94.8％で、農業集落排水事業と公共下水道事業を含めた水洗化率が94.3％であるということでござ

います。 

  地域別においては、市街地と郊外では地域差があるようでございます。 

  先ほども言いましたけども、下水道事業では、下水道計画区域の方々には加入、まあ、宅内接続

をしていただかなければ下水道事業は成り立ちません。 

  企業会計への移行に伴い、宅内接続の促進が不可欠となりますが、今まで下水道加入促進をどの

ように推進してみえたのか。 
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  今後、面整備終了後区域の加入（宅内接続）の促進を啓発していくことが最大の課題となると思

いますけども、建設部次長にお伺いいたします。 

  要旨ウ、面整備終了区域の加入状況（宅内接続）をどのように促進しているか。よろしくお願い

します。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  お答えする前に、申しわけありません。先ほど、要旨イの中で、水洗化率のところをちょっと間

違えましたので、訂正させていただきます。 

  釜戸地区につきまして62.6％と申し上げましたが、74.6％の間違いでございました。申しわけご

ざいません。 

  それでは、要旨ウ、面整備終了区域の加入状況（宅内接続）をどのように促進しているかについ

てお答えします。 

  下水道への接続の促進は、初期の勧奨に重点を置き、地区ごとにおける下水道工事説明会時に接

続のＰＲを行っております。面整備終了区域については、広報みずなみ及び市のホームページにて

ＰＲ活動を行い、普及促進を図っております。 

  なお、水洗化の普及と促進を図るため、水洗便所等改造資金あっせん及び利子補給制度を設けて

おります。  

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  広報とかを使ってやられるということなんですけども、私はこういうことを今ちょっと思いつい

たんですけども、水道の検針員がお見えになりますよね。水道の検針員の方は、検針票を見れば下

水道に接続しているかどうかということはわかるんですよ。ですから、検針員の方に下水道の加入

促進のチラシを配っていただいたらどうかなと今ちょっと思いついたんですけども、この辺の質問

になりますが、いいですか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  チラシの配布ということでございますが、今後、下水道事業の経営改善のためにも、議員のご提

案を参考にいたしまして、下水道未接続者に対し個別に接続の依頼を行う等、接続の促進に取り組

んでまいりますのでよろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 
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○６番（成瀬徳夫君） 

  ひとつよろしくお願いします。 

  要旨エに移ります。 

  平成28年４月１日から公営企業会計の適用が始まります。瑞浪市の下水道事業、農業集落排水事

業は、民間企業と同様の精度の高い財務諸表を作成することが求められてまいります。これにより、

経営成績が明確化されるとともに、財政状況が的確にあらわれてまいります。 

  下水道事業は、施設や管などの老朽化が進んでまいります。この対応には、長寿命化事業が必要

で、管の更生工事、耐震工事を行い、市民サービスに支障が起きないよう適切な対応をすることが

欠かせません。 

  このようなことから、公営企業の経営環境が厳しさを増してまいります。 

  また、人口減少もこれに拍車をかけてまいります。 

  公営企業は住民生活に密着したサービス提供を、将来にわたり安定的に継続するために、中長期

的な経営計画である「経営戦略」を策定し、計画に基づく経営基盤強化に取り組むことが必要では

ないでしょうか。建設部次長にお伺いいたします。 

  要旨エ、公営企業会計をどのように取り組むのか。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

 ○建設部次長（大山一男君） 

  要旨エ、公営企業会計をどのように取り組むのかについてお答えします。 

  地方公営企業法の適用推進の経緯は、事業、サービスの普及拡大を求められた時代から、サービ

スの便益を確保するために、経営資源を効率的に管理活用する事業経営が求められる時代が到来し

た、企業会計を取り巻く環境の変化にあります。下水道事業は、市民生活に重要なサービスを提供

しており、また、更新の際には多額の費用が必要となることから、国より法適用の要請がありまし

た。 

  これらのことから、下水道事業が持つ資産を把握し、施設や設備への合理的な投資を行うととも

に、維持管理費用の財源を確保するといった経営基盤の強化が法適用の目的でございます。 

  本市の下水道施設は、供用開始から50年経過した今、まさに更新の時代が到来しております。法

適用に伴い、固定資産台帳を整備し、下水道施設長寿命化計画により更新対象資産が把握できてい

ることから、まず、更新投資の優先度を決定し、合理化、効率化を図った事業投資を進めます。 

  次に、人口減少から推測される営業収支の低迷による経営圧迫に対し、営業費用と営業収益から

なる経営成績を適正に管理し、経営改善、経営判断を的確に行って経営の質の向上に努め、公共の

福祉を増進する事業運営に努めてまいります。 

  そして、今後の事業投資にかかる費用と、財源、管理運営にかかるコスト抑制と収益増を盛り込

んだ中長期的な経営基本計画を策定していくことが必要となります。この計画が、総務省が要請し

ている経営戦略の策定であるため、法適用を機に早急に取り組んでまいります。 
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  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  再質問でございますけども、人口減少が進む中、先ほどの下水道加入率が全体で94.3％ですよね。

このことで、公営企業会計においては、下水道使用料は今後、大幅な増加があり得ない状況だと私

は見ておるんです。 

  下水道設備の維持管理、下水道管の長寿命化を更に進めるとなりますと、さらなる費用が必要と

なってまいるわけです。 

  しかし、市民からは瑞浪市の下水道は高いという意見が多い中で、下水道料金の値上げ時期が本

当に目の前に来ているように思われますけども、どのような見解でしょうか。よろしくお願いしま

す。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部次長 大山一男君。 

○建設部次長（大山一男君） 

  再質問について、お答えさせていただきます。 

  法適用後の下水道事業は、建設費用単価が高価なため、今後、起債償還元金及び投資費用の財源

不足を予測しておりますが、総務省で定められている公費負担のほか、補助金、出資金により経営

が成り立ちます。 

 

  今後、法適用により明確なる下水道使用料で回収すべき経費と将来の投資経費を踏まえて、適正

な使用料計算を行い、必要なときは使用料改定をお願いする場合があると考えております。 

  また、農業集落排水と公共下水道では、利用者の負担額に差があるため、この差をなくすような

方策を検討してまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  必要なときには上げていきたいという見解と、私は今、お聞きしました。 

  農業集落排水事業については、公共下水道との料金の差があるので、これもちょっと改正せない

かんということを確認いたしました。 

  どうもありがとうございました。 

  次の標題２に移ります。 

  標題２、自治会と就学区域の違いについてでございます。 

  私は、昭和31年４月に明世小学校の１年生で、学校は現在の太陽社電気の場所にありました。 

  当時、明世では、私のいた１年生は１学年で48名だったんですけども、２クラスになっておりま
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した。２年生からは学童が45名となりまして、１クラスになったわけなんですけども、先輩や後輩

にいろいろ聞いても、明世小学校で１学年２クラスだったというのは、私たちが最初で最後であっ

たようでございます。 

  この時代、就学区域は、明世町の戸狩、山野内、月吉、それから、和合町の和合、土岐市の河合

と賤洞から、学校に就学しておったわけなんですけども、私が明世中学校の校舎に行ったのは、瑞

陵中学校の４回生でございますので、「瑞陵中学校明世校舎」という名前だったと思うんですけど

も、そのとき、１年生になるときに、和合から小学校に通っておった生徒が、瑞浪中学校のほうに

入学したということを覚えておるわけでございますけども、この時代は公立の学校でも通学する学

校がどうも選べたようでしたけども、まあ、現在も選べるようでございまして、そのようなことが

ありました。 

  そこで、今回の質問となりますけども、現在の和合町と小田町の中に下小田というところがあり

ますけども、ここの児童生徒は、小学校は明世小学校、中学校は瑞陵中学校に通学しております。

和合町と、それから、先ほど言いました小田町下小田地区なんですけども、明世小学校の就学区域

で、瑞陵中学校の児童生徒は、明世地区のまちづくり推進協議会の行事に参加することがあります。 

  しかし、和合地区、小田地区の自治会は、小田地区であります。 

  このような現状で課題があると思うんですが、どのように受けとめてみえるのか、まちづくり推

進部長と教育委員会事務局次長にお伺いいたします。 

   要旨ア、自治会と就学区域の違いをどのように受け止めているか。最初に、まちづくり推進部長、

よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  おはようございます。それでは、成瀬議員ご質問の標題２、自治会と就学区域の違いについて、

要旨ア、自治会と就学区域の違いをどのように受け止めているかについてお答えいたします。 

  自治会は、地縁団体でございまして、地域社会の維持や共同活動を行うために、地域の皆様が主

体的にその範囲を定めるものでございます。具体的には、住民相互の連絡、防犯・防災等、生活環

境の維持整備、集会所の維持管理等の広い範囲の活動をされておりますが、こうした活動の中には、

学校の協力を得る必要があったり、子どもが参加対象となったりするものもあるということから、

就学区域と自治会の活動範囲が異なる場合にやりづらいということかと思います。 

  これは、まちづくり推進組織の活動においても同様の状況と考えております。 

  ただし、こうした状況は、自治会の成り立ち、その目的からすれば、ある程度はやむを得ないこ

とと考えております。 

  今後は中学校の統合により、就学区域と自治会やまちづくり推進組織の活動の範囲が一致しない

地域が増加いたします。そういった場合でも、地域の活動に小学生や中学生が参加していけるよう

な、自治会やまちづくり推進組織の活動が望まれるところでございます。 
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  また、逆に地域に捉われない小中学生の参加も、地域活動の広がりといった点ではよい面もある

のではないかとも考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  次に、教育委員会事務局次長、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局次長 藤井雅明君。 

○教育委員会事務局次長（藤井雅明君） 

  おはようございます。標題２、自治会と就学区域の違いについて、要旨ア、自治会と就学区域の

違いをどのように受け止めているかについてお答えします。 

  小中学校の就学区域につきましては、「瑞浪市立小学校及び中学校の就学区域を定める規則」に

定められています。瑞浪市立の小中学校に通う児童生徒は、この規則に定められた小中学校に通う

ことになります。自治会が主体的にその範囲を定めるのに対して、就学区域は基本的に町単位で区

切られています。議員ご指摘のとおり、和合町内会のように、自治会と就学区域が異なるのはこの

理由によるものです。 

   したがって、子どもたちは居住する地域の自治会の行事と、就学区域の行事の両方に参加してお

ります。そこには、自治会は異なっても、同じ学校に通う子どもたちだからという地域の方々の配

慮があります。また、通う学校は異なっても、同じ自治会の子どもたちだからという配慮もありま

す。そういった地域の方々の配慮で、子どもたちの視野の広がりなど、育ちを応援していただいて

おります。 

  以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  ありがとうございます。 

  再質問です。私が思うのは、課題としては、まず初めに、瑞浪市防犯推進の会の青色回転灯パト

ロールは、明世小学校の就学区域で行っております。 

  また、交通安全協会の分会も違うので、街頭指導では、明世小学校の就学区域で行ってみえると

いうところがあります。 

  先ほど言いました、まちづくり推進協議会も当然全く違います。 

  一番問題は、児童委員なんですけども、児童委員が和合地区で選ばれた場合に、私はどちらの学

校へ行けばいいんだ、どちらの子どもの面倒をみればいいんだという、こういう意見がありまして、

両方やってもらわな仕方ないよと私は言ったことがあるんですけども、このように、自治区の違い
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による課題があります。 

  まちづくり推進協議会の違いによる課題と、就学区域と自治会との違いによる課題、３つの課題

があると私は思っておりますけども、自治会と就学区域の違いから、友達関係が成長するに伴い薄

れていったり、自治会に戻ると差が出てくるということがあります。 

  自治会で話が合わなかったり、自治会でどっちつかず、どっちでもええわという考えになる。ど

っちつかずのような考えになられる方があるようにお聞きいたします。 

  このようなことから、地域づくりに支障が起きることが懸念されておりまして、行政として方向

性の統一が必要であると思われます。今後、自治区と就学区域の違いに対する課題を検討する必要

はないでしょうか。まちづくり推進部長、どうでしょうか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、ただ今、再質問いただきました、就学区域と自治会の違いによる課題のうち、青色回

転灯パトロール、それから、まちづくり推進組織の活動範囲につきましてお答えいたします。 

  まちづくり推進組織の活動といたしましては、小中学生を対象とする事業であれば、その活動区

域を広げて事業を実施されておると伺っております。 

  青色回転灯パトロールは、地域の見守りを行うものですので、防犯等に関し、地域や小中学生へ

の呼びかけ、注意喚起をしていただいております。ご質問の地域で具体的に申しますと、明世地区

まちづくり推進協議会がこの事業を実施しておられまして、活動区域を和合地区まで拡大しておら

れます。 

 

  また、明世地区まちづくり推進協議会の「中学生と語る会」等の事業には、和合地区の生徒も参

加していただいております。 

  行政としましても、まちづくり推進組織の活動に対しましては、その活動範囲を地域外にも広げ

たり、地域間の連携協力をお願いしているところでもありますので、こうした取り組みにつきまし

ては支援してまいりたいと考えております。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  次に、教育委員会事務局次長、お願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局次長 藤井雅明君。 

○教育委員会事務局次長（藤井雅明君） 

  それでは、自治会と就学地域の違いに対する課題、児童委員はどちらを担当するのかにお答えし

ます。 
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  児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように子どもたちを見守るとともに、

保護者の子育ての不安や心配ごとなどの相談、支援を行います。 

  和合町内会の児童生徒にかかわる相談などは、明世地区の児童委員さんが相談に乗られています。

相談内容に、明世小・瑞陵中校区の家庭や友達関係が含まれるからです。これも児童委員さんのご

配慮、ご協力によるものだと捉えております。地域間の連携協力で、子どもたちを支えておられま

す。 

  以上で、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  今、要旨アでいろいろ聞かせていただきましたけども、さほど問題がないような答弁でございま

すので、いい面がたくさんあるようなことも言われました。 

  それで、要旨イに移りますけども、自治区と就学区域の違いから、様々な課題がある中で、人口

減少に伴い就学区域の見直しを検討してほしいとの話を耳にいたします。 

  また、中学校統合により、平成31年４月からは市内の公立中学校は３校となります。 

  学校審議会において審議が必要でありますが、中学校の生徒数のバランス、地域から見た就学区

域を再検討する必要がある地域があるように聞きます。 

   中学校の就学区域の見直しをするチャンスだと私は思いますけども、どのようにお考えになりま

すか。教育長にお伺いいたします。 

  要旨イ、就学区域の見直しについての見解はどのようか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育長 平林道博君。 

○教育長（平林道博君） 

  おはようございます。要旨イ、就学区域の見直しについての見解はどのようかについてお答えし

ます。 

  教育委員会が進めております中学校の統合・再編は、人口減少に伴う就学区域の見直しに基づく

ものです。 

  平成20年７月に教育委員会として、これからの瑞浪市立中学校の学区制について、瑞浪市学区制

審議会に諮問し、平成23年３月には以下のような答申を得ました。 

  「少子化の流れにより市内の生徒数が1,000人前後にまで減少することから、①陶、稲津両中学

校を統合して新中学校を設立、②瑞陵、日吉、釜戸の３中学校を統合し新中学校を設立、③瑞浪中

学校は現状のままとする」。 

  現在、答申に沿って新中学校２校を設立し、市内３中学校体制の就学区域へ変更することに全力

をあげているところです。現行の６中学校それぞれの就学区域については変更することなく、現行

の就学区域を統合する形で、最終的に３つの中学校の就学区域をつくる方針です。 
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  教育委員会としましては、この中学校統合にかかわる就学区域の変更以外に、就学区域の見直し

は考えておりません。 

  「自治区にあわせて、就学区域の見直しを図ってほしい」といった個別的な就学区域の変更の要

望がある場合には、町や地区全体の総意として、教育委員会にお伝えください。就学区域の見直し

要望が地域の皆さんの総意であることが確認できれば、教育委員会として瑞浪市学区制審議会に諮

問を諮り、速やかに対応してまいります。 

  現在のところ、就学区域の見直し要望が地区要望として教育委員会に上げられている事案はない

と認識しております。 

  以上、答弁とします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ６番 成瀬徳夫君。 

○６番（成瀬徳夫君） 

  就学区域の見直しは非常に問題があることだとは聞いておりますけども、先ほども教育長が言わ

れましたように、人口減少による学校の生徒数がまだまだ、10年後、20年後は少なくなってくると

いうことがあります。その面から、こういうことに関しては早目、早目に対応に取り組んでいく必

要があると私は思っておりますので、一つその辺をよく見きわめて対応をしていただきたいと思い

いますので、よろしくお願いいたします。 

   以上で、私の一般質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、成瀬徳夫君の質問を終わります。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  次に、３番 渡邉康弘君。 

〔３番 渡邉康弘 登壇〕 

○３番（渡邉康弘君） 

  皆さん、おはようございます。議席番号３番 会派虹の渡邉康弘と申します。 

  議長のお許しを得ましたので、通告に従いまして、今回は標題２件の質問をさせていただきます。 

  市民の願いを行政に届け、少しでも多くの方に幸せを実感してもらえる町にしたいと願い、今回

の一般質問をさせていただきます。 

  皆さんもご存知のとおり、日本人の２人に１人はがんにかかり、３人に１人はがんで死亡すると

言われる時代になりました。私を含め、身近な問題として感じている事柄だと思っております。 

  そして、全国的にも大きな健康課題として、「がんによる死亡数の減少」、「がん患者及び家族

の苦痛の軽減並びに生活の質の向上」、「がんになっても安心して暮らせる社会の構築」が訴えら

れています。 

  また、岐阜県でも「がん予防の推進」、「がんの早期発見」、「がん医療の充実」、「がんに関
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する相談及び情報提供」を進めるため、計画が策定されております。 

  そんな中で、本市としても国や県だけに任せるのでなく、主体的に動く必要があるのではないで

しょうか。 

  ここで、標題１ がん予防対策についてを質問させていただきます。 

  厚生労働省によって、平成24年度から平成28年度までの５年間を対象として、がん対策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、がん対策の基本的方向を定めるとともに、都道府県のがん対策推進

の基本として、がん対策推進基本計画が策定されています。 

  岐阜県でも、平成22年９月に議員提案による岐阜県がん対策推進条例が施行されております。 

  また、平成25年度から平成29年度までの５年間を対象に「第２次岐阜県がん対策推進計画」を策

定し、この計画をより実行性のあるものとするために、平成26年２月に「岐阜県がん対策推進計画

アクションプラン」を策定し、全ての県民が、がんを知って予防に努め、例えがんになったとして

も、がんを乗り越えられる社会の実現を目指すことを宣言しています。 

  その中で、市区町村が具体的に実施する施策を挙げられております。 

  公共機関における禁煙の推進、住民に対して禁煙や受動喫煙が健康に及ぼす害についての普及啓

発、妊婦に対する健康教育の実施と禁煙支援、学校での喫煙防止教育の実施、胃がん・大腸がん・

肺がん・乳がん・子宮がん検診の実施、がん検診の精度管理の実施、がん検診に関する住民に対す

る普及啓発、一時的ながん相談の対応、がんに関する普及啓発等が示されております。 

   詳しくは、「岐阜県がん対策推進計画アクションプラン」を精読いただければと思います。 

  実際に、国や県がこのような指針を示している中で、本市の活動は市民に十分に普及啓発されて

いるのでしょうか。そこで、確認の意味も兼ねて質問させていただきます。 

  要旨ア がん予防対策として本市が行う取り組みはどのようか。民生部長、よろしくお願いいた

します。 

○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 

○民生部長（伊藤明芳君） 

  おはようございます。それでは、渡邉議員ご質問の標題１、がん予防対策について、要旨ア、が

ん予防対策として本市が行う取り組みはどのようかについて、お答えをさせていただきます。 

  平成19年４月１日に施行された「がん対策基本法」に基づき、国はがん対策基本計画を策定し、

県におかれましても、岐阜県がん対策基本計画を策定してがん予防対策を推進しておられます。こ

れらの計画では、がんによる死亡者の減少を目標として、がん検診受診率50％を掲げられています。 

  本市におきましても、こうした国・県の計画を受け、健康づくり計画「みずなみ健康21」の中の

健康管理分野で、がん検診の受診率向上を目標とし、がんの早期発見の取り組みを進めてきており

ます。 

  具体的な対策としましては、健康増進法に基づき、胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、子

宮頸がん検診、乳がん検診を実施しており、胃がん・大腸がん・肺がん検診と乳がん検診は集団で

-61- 



 

の検診、子宮頸がん検診は、土岐医師会のご協力のもと、各医療機関で行う個別検診として実施し

ております。 

  また、今年度からは、胃がんとの関連性が高いと言われる「血清ピロリ菌抗体値検査」を胃がん

発症の少ない年代に検査を行い、胃がんの発症予防と子どもへの感染防止を図ることを目的として、

30歳代健診時に導入し、感染者には除菌治療の勧奨を行っております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  ただ今、回答をいただいた、がん予防対策の中にありましたがん検診ですが、現在、国立研究開

発国立がん研究センターがん対策情報センターの最新の情報によりますと、2013年度の都道府県別

がん検診受診率データによると、全国のがん検診の受診率といたしまして、胃がんが39.6％、大腸

がんが37.9％、肺がんが42.3％、乳がんが34.2％、子宮頸がんが32.7％。岐阜県といたしましても、

胃がん37.2％、大腸がん37.2％、肺がん40.9％、乳がん34.2％、子宮頸がん32.3％となっておりま

す。 

  では、瑞浪市のがん検診の受診率はどのようでしょうか。そこで、質問させていただきます。 

  要旨イ 本市のがん検診の受診率はどのようか。民生部長、よろしくお願いいたします。 

 ○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 

○民生部長（伊藤明芳君） 

  それでは、要旨イ、本市のがん検診の受診率はどのようかについて、お答えをさせていただきま

す。 

  本市における、職場で検診を受ける機会がないと思われる方の平成26年度の受診率につきまして

は、胃がん検診が、男性14.5％、女性12.5％、大腸がん検診が、男性20.4％、女性19.8％、肺がん

検診は、男性13.8％、女性12.5％、乳がん検診は33.5％、子宮頸がん検診は25.2％となっており、

過去３年間における受診率の状況で見てみますと、胃がん・大腸がん・肺がん検診の男性の受診率

及び乳がん検診の受診率が低下傾向にあります。 

  また、東濃保健所から提供されました40歳から69歳のデータから算定を行いました、平成26年度

の東濃５市の平均受診率では、胃がん11.9％、大腸がん16.1％、肺がん19.6％、乳がん41.1％、子

宮頸がん31.5％で、このデータによる本市の受診率は、どの検診におきましても東濃４市を上回っ

ている状況となっております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 
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  東濃４市と比べてはというところもありますが、全国の自治体のデータと比較させていただきま

すと、少し低い値かと思います。 

  実際には、受診率の一番低い都道府県というところになってくるんですが、大阪府が全ての項目

で低い数値が出ておりまして、乳がんですと26.4％、子宮頸がんですと27.3％、大腸がんだと

29.8％、胃がんですと30.2％、肺がんだと32.3％。これが最低の水準となっております。 

  逆に山形県の数値を見させていただきますと、胃がんが60.2％、肺がんが60.0％、乳がんが

58.7％、子宮頸がんが55.1％、大腸がんが54.9％という、こういった50％以上の数値の受診率を誇

っている自治体もあります。 

  こちらは都道府県と市町村の違いはありますので、一概にというところは言えませんが、こうい

ったこれから大きく改善に取り組もうとしている自治体、また、一定の結果を出している自治体か

らは学ぶことは多くあると思います。 

  こういった、実際に取り組んでいるものというところで、本市も既に取り組まれているところも

あると思いますが、実例といたしまして、例えば、クイック検診というものがあります。これは男

性向けの特別な検診として用意されておりまして、待ち時間の短縮、診察時間の明確化に配慮した

検診を実施しています。内容といたしましては、待ち時間短縮のための「時間帯指定の検診」、ま

た、仕事が休みでも受診ができる「土曜・日曜検診」、仕事前に受診できる「早朝受診」。 

  また、ほかの事例といたしまして、レディース検診、女性向けの特別な検診といたしまして、女

性特有の要因に配慮した検診を実施しております。受診者が「女性のみ」、「女性医師・スタッ

フ」による検診、「託児サービス」あり、仕事が休みの日にも受診できる「土曜・日曜検診」が設

けられています。 

 

  また、教育委員会等と協力いたしまして、子どもから家族への受診の推奨も行っている団体もあ

ります。小学校へ受診を勧めるパンフレットの配布を行ったり、ポスターの作成を行うというとこ

ろなんですけど、そういったところから、子どもたちから、孫たちから親、祖父、祖母世代に訴え

てあげる。そういったことで受診率の向上を図れるというところを考えられているそうです。 

  そこで、質問です。要旨ウ、受診率を上げるための取り組みはどのようか。民生部長、よろしく

お願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 

○民生部長（伊藤明芳君） 

  それでは、要旨ウ、受診率を上げるための取り組みはどのようかについてお答えいたします。 

  現在、受診率を上げるために本市が行っている取り組みとしましては、年間の検診予定表を全世

帯に配布し、広報みずなみやホームページに掲載するとともに、各検診で新規に対象となられた節

目年齢の方全員に個別通知をして、受診勧奨を行っております。 

  要旨アでお答えしました、集団で行う「胃がん・大腸がん・肺がん・乳がん検診」では、保健セ

ンターだけでなく、地区のコミュニティーセンターへ出向いた検診も実施しておりますし、胃が
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ん・大腸がん・肺がん検診は、受診者の希望により３つの検診が同日に受診できる体制としており

ます。 

  また、保健センターでは、平成27年度は年間６日間の日曜日検診を実施しておりますし、医療機

関で行う子宮頸がん検診におきましては、平日の午後や土曜日などの診療時間内に、受診者の都合

に合わせた受診が可能となっております。 

  また、大腸がん検診におきましては、未受診者対策として、平成26年度は再勧奨を行い、夜８時

までの夜間検診を２日間、及び休日検診を１日実施し、平成27年度では夜間検診を２日間、休日検

診１日に加えて、朝８時からの早朝検診につきましても１日実施しております。 

  今後も受診を勧奨する通知文章の改善や、受診しやすい環境の一つとして、休日検診の日程をふ

やす方向で関係機関と協議するなど、さらなる受診率向上に努めてまいりますので、よろしくお願

いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  今ご答弁いただいた、多くの取り組みをしていただいているようです。しっかりと啓発していた

だいて、本市のがん検診の受診率向上に努めていただければと思います。 

  日本の最新のがん統計のまとめといたしまして、2015年予測として、新たに診断された人、罹患

数というものが98万2,100例で、2014年予測値より約10万例増となっております。  

  この数字の増加は、がん登録の精度の向上や前立腺がんのＰＡＳ検診の普及、女性のがん検診受

診率の増加が要因と考えられておりますが、本市でもまず、患者の数をはっきりと把握することが

支援への第一歩と考えられております。 

  そこで、質問です。要旨エ 本市のがん患者数を把握しているか。民生部長、よろしくお願いい

たします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 

○民生部長（伊藤明芳君） 

  それでは、要旨エ、本市のがん患者数を把握しているかについて、お答えをさせていただきます。 

  本市におけるがん患者さんにつきましては、全てを把握することはできませんが、市が行うがん

検診の精密検査者の結果による発見者数、国民健康保険レセプトからは治療者数、また、岐阜県が

発行する「東濃西部の公衆衛生」による人口動態統計から、死亡者数を確認することができます。 

  がん検診により発見された方は、がんの疑いも含めて、平成26年度では、胃がん４名、大腸がん

３名、肺がん２名、乳がん５名、子宮頸がん２名の合計16名で、がんの発見率につきましては、部

位により異なりますが、0.2％から0.3％前後となっております。 

  次に、75歳未満の方の国民健康保険のレセプトでは、平成26年４月から平成27年３月までの１年

間に、一月でもがん治療のあった方は、男性279名、女性234名の合計513名で、主要部位別では、
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直腸・結腸などの大腸がんが100名と最も多く、胃がん64名、肺がん37名となっており、これらの

がん患者さんは女性より男性の方が多く、乳がんは77名で、女性のがんの中で最も多くを占め、子

宮がんは17名となっております。 

  「東濃西部の公衆衛生」で確認する、本市のがんが原因による死亡者数につきましては、平成21

年から平成25年の５年間で596名となり、毎年120名前後の方が、がんが原因で亡くなられておられ

ます。また、がんの部位別での５年間の平均では、胃がん20名、気管支または肺がん17.4名、大腸

がん16.2名、乳がん3.8名、子宮がん2.2名となり、男女比としましては、６対４で男性の死亡者数

が高くなっております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  把握している人数だけでも、それだけ多くの方ががんに向き合い、治療されているということが

わかります。 

  そういった方やその家族のがんによる苦痛を和らげることを目的とする活動である、緩和ケアの

必要性があるのではないでしょうか。 

  緩和ケアと聞くと、がんが進行した患者さんに対するケアと誤解し、「まだ緩和ケアを受ける時

期でない」、「病院や医師の指示がないから大丈夫」と思い込んでいる患者さんや家族も少なくな

いようです。 

 

  また、一般の方には、その理解すらない方もいます。しかし、がんが進行してからだけではなく、

がんと診断されたその日から必要に応じて行われるものです。 

  専門的な緩和ケアは、主に緩和ケア病棟への入院という方法と、緩和ケアチームの診療という２

つです。 

  医療的・精神的部分では、東濃地区では岐阜県立多治見病院で緩和ケアを受けることができます。 

  そして、本市でも専門的知識を持って、がん患者とその家族一人一人の心の様々なつらさを和ら

げ、より豊かな人生を送ることができるように支え、病気に伴う心の痛みを和らげ、患者さんとそ

の家族が自分らしく生きられるようにと、緩和ケアの活動をことしの11月より自主的に行ってくだ

さっている方が見えます。 

  そういった活動に対して、ハートピアなどの市の施設を貸し出したり、広報等で市民の方に周知

することから、行政が支援し、一人でも多くの方の心のケアを行う場所をつくってはどうでしょう

か。 

  そこで、質問です、要旨オ、がんによる苦痛を和らげることを目的とする活動に対する支援はで

きないか。民生部長、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 
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○民生部長（伊藤明芳君） 

  それでは、要旨オ、がんによる苦痛を和らげることを目的とする活動に対する支援はできないか

について、お答えをさせていただきます。 

  国立がん研究センターの推計によりますと、生涯のうちにがんに罹患する確立は２人に１人とさ

れており、誰もが罹患する可能性のある病気となってきております。 

  がんになると、痛み・不眠等の「身体的苦痛」、不安・いら立ち・鬱状態などの「精神的苦痛」、

経済問題・仕事の問題などの「社会的苦痛」、死への恐怖など複数の苦痛を伴うと言われており、

県は第２期岐阜県がん対策推進計画において、これらの苦痛に対する緩和ケアの提供体制の充実を

掲げられています。 

  東濃地域では、平成17年１月より、岐阜県多治見病院が「地域がん診療連携拠点病院」に指定さ

れ、手術や化学療法、放射線療法などをあわせた治療を提供するとともに、緩和ケアの実施や、医

師、看護師、薬剤師などの専門相談員による「がん相談支援センター」、がん患者として治療経験

者による患者支援「ほっとサロン」を設置し、患者さんや家族の様々な相談や、不安などに対する

支援体制を整えられておられます。 

  先ほど、渡邉議員からご紹介がありましたように、今まで、拠点病院内のみの活動であった「サ

ロン」のような活動を地域で発足し、活動されることは、対象となられる方々にとって心の大きな

支えになるものと考えます。 

   市としましても、こうした活動を広報等で周知し、一人でも多くの方が参加し、少しでも心の負

担軽減につながるよう支援させていただきたいと思います。また、市内でサロンと同様の活動をさ

れる場合には、気軽に利用でき、また、参加できる場所としまして、市民福祉センターを利用して

いただくことが可能でありますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  ありがとうございます。しっかりとした支援をしていただき、一人でも多くの方が自分らしく生

きていただける環境が整えばと願っております。 

  それでは、標題２、まちづくり推進組織や市民団体の活動についてに移らせていただきます。 

  現在、本市では、中京学院大学と中京短期大学の大学が２校、岐阜県立瑞浪高等学校、中京高等

学校、麗澤瑞浪高等学校の高等学校が３校、中学校、小学校が各７校と、市内には19校の学校が存

在しています。 

  その中には、今でも自治体、地域や企業との協力で、率先して事業やボランティアに参加してく

れている学生も存在します。ただ、これだけ多くの学校があり、学生がいるにも関らず、その存在

を生かす環境が余りにも弱いのではないでしょうか。 

  平成27年に行われた「高校生・大学生の就職・就学に関するアンケート」の、「これからも瑞浪

市に住み続けたいと思いますか」という、瑞浪市に住む学生に行った質問の回答では、「できれば
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他市町村へ移転したい20.7％」、「すぐにでも他市町村へ移転したい11.2％」、「わからない

35.3％」という結果でした。 

  こういった思いを持つ年代の若者たちが活躍できる場所、環境をつくり、活動に参加する中で、

心境に変化が生まれ、瑞浪市を好きになっていき、瑞浪に住み続けてくれるのではないでしょうか。 

  先ほど述べたように、本市には多くの学生が存在します。そして、平成25年に行われた「第６次

瑞浪市総合計画の策定に向けた高校生・大学生 まちづくりアンケート」の結果にもあるように、

回答があった過半数近くの49.2％の学生が、ボランティア活動・公共活動に参加したいと答えてお

ります。 

  参加を希望する内容としまして、地域のお祭りや文化・スポーツ行事などへの参加、地域の清掃

活動や花植えなどの美化活動への参加、高齢者や障がい者などに対する支援活動の実施や、防災訓

練、救命講習への参加となっています。 

  残念なことは、アンケートでは市内に設立されている「まちづくり推進組織」の行う行事への協

力・参加は5.9％と低いものでした。 

  ただ、これはまちづくり推進組織がどういうものか、周知されていないだけではないでしょうか。

実際、学生たちが参加したいと言った地域のお祭りや文化・スポーツ行事など、活動の中心を担っ

ているのがまちづくり推進組織です。 

  だからこそ、学生にまちづくり推進組織の活動を知ってもらい、行事にボランティアとして参加

してもらうことで、地域との関係を築いていくきっかけを提供していってはどうでしょうか。  

  そこで、質問です。要旨ア まちづくり推進組織への学生参加の促進を行ってはどうか。まちづ

くり推進部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、失礼いたします。標題２、まちづくり推進組織や市民団体の活動について、要旨ア、

まちづくり推進組織への学生参加の促進を行ってはどうかについてお答えいたします。 

  本年７月１日に施行された「瑞浪市まちづくり基本条例」第９条において、「子ども」や「若

者」のまちづくりへの参加が規定されております。学生のまちづくり推進組織への参加も、まさに

そういう意味において求められておりまして、進めてまいりたいと考えております。 

  現状を申しますと、例えば、稲津町では町民運動会や映画会の運営などに中学生のボランティア

が活躍されておられますし、釜戸町においても、夏祭りの企画から運営まで中学生が大いに活躍さ

れたとお聞きしております。こうした例はほかにも数多くあり、各まちづくり推進組織の中でも

「子ども」、「若者」とともにまちづくりを進めるという意識が高まっているものと感じておりま

す。 

  今後の課題でございますが、高校生の参加や中学校統合後の中学生の参加のあり方などがござい

ます。 

-67- 



 

  高校生につきましては、まちづくりへの参加となると域学連携というように、通学する学校単位

での参加ということになります。中京高等学校等でチャレンジショップの実施やバサラカーニバル

へのボランティア参加などを既に実施していただいておりますが、今後、こうした取り組みを明確

に位置づけるべく、高等学校との域学連携協定といったものを締結し、更に促進していくことを検

討してまいりたいと考えております。 

  また、中学生については、現在、中学校からの要望に対し、まちづくりについての出前講座を実

施しております。今後、中学校統合の際には、学校単位でのまちづくり事業への参加ということで

はなく、住所のある地域でのまちづくり参加が基本となると思いますが、学校でもまちづくり活動

への参加にご理解をいただくよう、協議を行っていきたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  ありがとうございます。今まで以上に啓発を進め、協力体制を構築していっていただければと思

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

  行政が行う行事だけでなく、瑞浪市中央公民館などの各地域の公民館で開催される事業や、まち

づくり推進組織が行う事業は、その地域のためだけのものではないものです。なぜなら、公民館の

指定管理の委託費用もまちづくり推進組織への交付金も、財源は市民の公平な負担に基づく税金で

あるからです。 

 

  また、今年度７月より施行されました瑞浪市まちづくり基本条例の第２章第４条第２号では、

「市民参加の原則」の解説として、「まちづくりは、市民が市政やまちづくりに積極的に参加でき

る環境を整える必要があります。市は、市民参加が保障されるよう制度整備を行います。また、自

治会やまちづくり推進組織、諸団体においても市民が参加しやすいよう、開かれた組織とし民主的

な運営を行います。」と明記されています。 

  現在の公民館活動は、中央公民館のある文化センターとまちづくり推進組織が指定管理を受けて

いる各公民館が、個々にポスター、チラシやホームページ等で広報が行われております。行政とし

ても、より開かれた活動をするために、文化センターのホームページ内に今年度12月より市内各地

区公民館のイベント情報を追加して、各地区の公民館のホームページに移動できるように改善され

ました。また、１月より新たな計画を予定しているとも聞いております。 

  そこで、質問です。要旨イ、公民館活動の情報共有はどのようか。教育委員会事務局長、よろし

くお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局長 伊藤正徳君。 

○教育委員会事務局長（伊藤正徳君） 

  おはようございます。それでは、議員ご質問の要旨イ、公民館活動の情報共有はどのようかにつ
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いて、お答えさせていただきます。 

  各公民館活動の情報につきましては、公民館や文化施設などが実施する講座やイベントの概要を

掲載した「平成27年度生涯学習ガイドブック」を刊行し、本年５月に全戸に配布させていただいた

ところでございます。このガイドブックにより、市民の皆様に、１年間の公民館や文化施設などの

多種多様な学習講座や学習関係の催し物などの開催状況を広く公開し、情報発信を行っているとこ

ろです。 

  また、議員からもご紹介いただきましたように、市のホームページにおきまして、「市内各地区

公民館のイベント情報」として各公民館へのリンクを、本年12月１日から開始したところでござい

ます。このことにより、市内の公民館活動などの情報をより早く、広く、手軽に市民の皆様が入手

することができるようになったというふうに考えております。 

  今後も一層、市民への情報公開や公民館活動などの情報発信に努めていきたいというふうに考え

ております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  ありがとうございます。前向きな検討を重ねていただき、広く市民に公共サービスを提供しよう

という努力をしている姿を感じさせていただきます。  

  ただ、ホームページの特性として、クリックしてページが移動するたびに、利用者の満足度は下

がります。実際に使用して感じる意見になりますが、３クリック、４クリックしないと目的のペー

ジまで届かないというのが現状です。クリックしてページが移動するたびに、ホームページからの

離脱率は高くなります。 

  そこで、ＩＣＴ等を利用しリアルタイムで情報共有を行い、全地域の情報を網羅したイベントカ

レンダーをトップページに掲載することで、スマートフォンなどで気軽に閲覧し、情報を得ること

ができるようにすることが、積極的に参加できる環境をつくる第一歩ではないでしょうか。そうい

った部分を、また今後、担当部署等で検討していっていただければと思います。 

  また、まちづくり推進組織も、現状では個々の努力によってホームページやチラシ等を活用して

広報を行っていますが、個々に格差があり、本市全体の情報を網羅していると言える環境ではなく、

市民の方が情報を取得し、他の地域の事業に参加するには大変な労力が必要とされております。こ

れは決して開かれた環境が整っているとは言えません。 

  それと同時に、まちづくり推進組織の活動だけでなく、本市で活動されるＮＰＯやボランティア

団体の活動情報も公開を求められております。これは先の学生との議会報告会の中でも、「本市で

ボランティア活動に参加したいが情報がない」という意見がありました。 

  その情報や活動が公開されることで、気軽に参加される方もふえていくのではないでしょうか。 

  そういう意味でも、しっかりとＮＰＯ、ボランティア団体の把握も大切になってくると思います。 
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  まちづくり推進組織、ＮＰＯ、ボランティア団体の活動状況の内容をしっかりと公開するととも

に、その情報を各団体で共有することが、相互の協力や市民の方々が気軽にメンバーとして参加す

る、また、サービスを提供する第一歩ではないでしょうか。 

  そこで質問です。要旨ウ、まちづくり推進組織、ＮＰＯ、ボランティア団体の情報共有と公開を

行ってはどうか。まちづくり推進部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、要旨ウ、まちづくり推進組織、ＮＰＯ、ボランティア団体の情報共有と公開を行って

はどうかについてお答えいたします。 

  まちづくり推進組織は、市内各地区に計８団体ございます。また、市内で活動するＮＰＯ法人の

数ですが、11月末時点で岐阜県の認証を受けている組織が14団体、ボランティア団体につきまして

は、本市の社会福祉協議会のボランティア連絡協議会に登録のあるものが17団体でございます。 

  情報共有と公開につきましては、現在のところ、まちづくり推進組織はホームページや機関誌の

発行、ＳＮＳによる情報発信を行い、ＮＰＯ法人については、各団体の拠点やホームページ等にお

いて、また、任意のボランティア団体については、社会福祉協議会のボランティアセンターやホー

ムページ等で、それぞれ工夫して情報を発信してみえます。 

   市内８地区のまちづくり推進組織は、地域の課題解消、活性化という同じ理念のもとで活動して

いることから、連絡会を設け、「情報の共有」をしています。また、組織の方針や活動内容が異な

るＮＰＯ法人に関しては、連携は余りとられていない状況ですが、任意のボランティア団体につき

ましては、ボランティア連絡協議会の場での情報共有に加え、市長と語る会等により、市と連携し、

課題を共有する場も有しております。 

  本市においては、現在、改修工事中の市役所西分庁舎に「まちづくりに関する情報を発信するコ

ーナー」を設けることとしております。 

  各種団体の活動内容や意向にもよりますが、この情報発信コーナーにおいて、まちづくり推進組

織の情報のほか、ＮＰＯ法人、ボランティア団体などの情報も紹介することで、お互いの関係者や

来訪する市民にも、それぞれの団体の取り組みや活動を知っていただくことが可能となり、情報の

共有や連携した活動も期待できると考えております。 

  また、そこで興味を持たれた事業、イベントに、当該団体の役員以外の方や、当該地域外にお住

まいの方など、新しい方が積極的に参加していただくことが「協働のまちづくりの進展」、「地域

の活性化」につながるのではないかと期待しておるところでございます。 

  Ｗｅｂ上に各種団体の情報を一括して掲載してはどうかとのご提案でございますが、各種団体は

それぞれが掲げる理念に基づき活動をされておられます。全て市が公認、把握をしている活動では

ないため、メンバー募集状況等の情報更新を含め、市が統一して情報ページを持ち、管理すること

は、現在のところ考えておりません。今後、ＮＰＯ法人や市民団体等々、こうした部分を担ってい
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ただければと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  しっかりとした拠点ができるということになりますので、各種団体等も含めて、まだまだ検討の

余地もあると思いますので、多くのことを検討していただいて、よりよいまちづくり活動ができる

環境が整えばと思っております。 

  最後に、現在活動されている学生ボランティアやチャレンジ研究室のメンバーが中心となり、全

市的なまちづくり活動の地域のプラットホームをつくってはどうでしょうかと考えております。 

  例えば、行政や企業からの支援情報の発信、各種団体の活動のサポートや監査、各団体や個人と

のマッチング事業、各団体の連携強化と情報共有のための連絡会議等の開催、学生ボランティアや

チャレンジ研究室卒業後の環境づくり等が考えられます。 

  そういった中で、地域に根づき、自治体活動やまちづくり推進組織の一員として本市の未来を担

ってくれる人材になっていくと思います。 

  そこで質問です。要旨エ、全市的なまちづくりを行う若者全体のプラットホームをつくってはど

うか。まちづくり推進部長、よろしくお願いいたします。 

 ○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、要旨エ、全市的なまちづくりを行う若者全体のプラットホームをつくってはどうかに

ついてお答えいたします。 

  まちづくり基本条例でも触れております「若者のまちづくりへの参加」についての取り組みの一

つとして、本年10月に「夢づくり若者チャレンジ研究室」を立ち上げました。 

  この研究室は、公募により参加いただいた20代から30代前半の若者、計12名で構成されておりま

す。若者の視点からまちづくり活動の活性化について考え、市内８地区のまちづくり推進組織で形

成される「まちづくり推進協議会連絡会」に対し、来年度中に事業提案を行うことを目標に活動を

開始したところでございます。各地区のまちづくり推進組織から事業の実施採択を受けた場合は、

この研究員の皆さんも一緒に事業に参加していただくことになります。 

  今後、この「チャレンジ研究室」での活動を経験された若者が、各地区のまちづくり推進組織に

加わり、その力を発揮していただく。そして、また次の研究員も様々な形でまちづくりにかかわっ

ていく。そういった形が理想であると考えております。 

  こうした形になれば、「チャレンジ研究室」が、議員ご提案のプラットホームの役割の一部を果

たすものと考えておりますが、研究室も動き始めたばかりでございまして、今後、様々な可能性を

探りながら、チャレンジ研究室が更に発展していくよう、検討してまいりたいと思っております。 
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  また、若者の視点からまちづくり活動の活性化を目指す点では、瑞浪青年会議所とチャレンジ研

究室との連携も有効と考えますので、今後、検討を進めてまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  非常に楽しみな答弁、ありがとうございました。 

  これから10年、20年先を見据えて、ここにおられる先輩方の知識や経験を学び、私たち若者が地

域の担い手として活躍できる環境をつくっていけたらと思っております。 

  以上で、私の一般質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、渡邉康弘君の質問を終わります。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  ここで、暫時休憩をします。 

  休憩時間は、10時45分までといたします。 

                                   午前10時30分 休憩 

 -------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

                                   午前10時45分 再開 

○議長（熊谷隆男君） 

  それでは、休憩前に引き続き、会議を開きます。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  次に、15番 柴田増三君。 

〔15番 柴田増三 登壇〕 

○15番（柴田増三君） 

  15番 新政みずなみの柴田ですが、通告に従いまして、本日は２題について質問をさせていただ

きます。 

  初めに、標題１、河川及び道路沿いの立木・雑草の処理についてでございます。 

  このことについては、これまでも他の議員も様々な視点から質問をされてきました。 

  河川の中の立木の伐採除去、あるいは、道路沿いの老朽木伐採、草刈り等、地域要望においても

取り上げられてきました。こうした要望も緊急性を要しないこと、あるいは、市内道路の総延長の

長さ等のことも挙げられまして、全てに対応することは難しいとの理由で、地域住民の協力に委ね

られてきた状況があるわけですけれども、道路沿いの老朽木等については、災害等による倒木や道

路の安全確保等を勘案した中で、緊急性のあるところについては伐採除去等がされてきたわけです
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けれども、今日の超高齢化が進む中で、道路沿いの田畑の法面さえ、今まではできてきたけれども、

あるいは、今後、できなくなると言われるような方が多くなってきております。 

  ましてや、道路沿いの山の老朽木や道路、歩道にはみ出した枝木の処理などには、到底手がつけ

られないような状況にあるわけですけれども、そこで、本来、市がやるべきこと、また、地権者が

やるべきことについての確認の意味で、要旨ア、基本的な考え方はどのようか、建設部長にお伺い

いたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、標題１、河川及び道路沿いの立木・雑草の処理について、要旨ア、基本的な考え方は

どのようかについてお答えします。 

  河川及び道路沿いの立木や雑草の処理につきましては、その立木や雑草が生えている土地所有者

の責任において行うものであると考えております。 

  また、本市の管理する道路延長は約529キロメートルあり、その沿線全ての雑草処理等を市で行

うことは困難です。そのため、市民との協働による公共施設の美化と保全活動の推進を目的とした

里親制度により、自治会や市民活動団体など59団体、約2,500人の方にご協力いただいています。 

  この制度では、市が作業に必要な消耗品の支給及び瑞浪市市民活動補償制度による保険の加入を

行い、登録団体が草刈り作業等を行っていただくことにより、道路等公共施設の美化や保全活動を

協働しているものです。 

 

  ただし、例外的事例としまして、倒木等により道路の通行が不能となってしまったなど、緊急を

要する事案につきましては、市で対応しております。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  基本的には、地権者の責任においてやるのが原則だということ、そして、緊急性、いわゆる道路

の倒木について、道路の通行に支障があるものは緊急的に市が関与してやるよというようなことで

した。 

  現在、里親制度を利用した中でも、59団体ですかね。そういった2,500人が携わってみえるとい

う答弁をいただいたわけです。 

  それでは、次に移りますけれども、こうした市道・幹線道路沿いの草刈り、立木・枝木の伐採、

あるいは、河川内の草・木の伐採等を地域住民が行った場合、今までやってきたよというお話があ

ったわけですけども、刈り取った草や立木、まあ、枝木の伐採をしたものの処理についてどのよう

に扱うのか。例えば、そのまま地域の人がやったら、地域の人が処理するんですけども、当然、そ

れについての処分代とかそういったものもあるわけですけども、そういった面について、要旨イ、
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地域住民等ボランティアによる立木の伐採、草刈等により生じる草木の処理方法はどのようか、建

設部長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、要旨イ、地域住民等ボランティアによる立木の伐採、草刈等により生じる草木の処理

方法はどのようかについてお答えします。 

  地域住民等ボランティアによる草刈等で生じた草木につきましては、市からボランティア袋を提

供いたしますので、ボランティア袋に入れて市の可燃ごみ集積所に出していただくことができます。

また、クリーンセンターに直接持ち込まれる場合は、事前に管理担当部署へご連絡いただければ、

無償にて持ち込みができるように手続いたします。 

  また、岐阜県は、県が管理している道路・河川について、ボランティアによる伐木等の運搬処理

を行うこともあるそうです。 

  ボランティア活動いただける際に、管理担当部署にご連絡いただければ対応いたしますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

 ○15番（柴田増三君） 

  手続をする中で、無償でそういったものの処理を、クリーンセンターへ持ち込んでいただければ

結構ということですけれども、例えば、道路、公共の部分はいいんですけれども、例えば、公共の

部分に接している部分で、先ほど言いましたけれども、高齢でなかなかできないよといった部分を

みんなが手伝ってやって処理をした部分というのは、それは民間の土地から出たものだから、それ

はあかんよということになるのか。その辺のところを、ちょっと済みませんが、再質問でお願いし

ます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  要旨アで答弁いたしましたように、民地については地主さんが処理していただくというのが大原

則だと思います。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  地主さんが処理ということは、有料で処理をしてください。手伝った方も、それはその人からお

金をもらってくれというようなことだろうと思います。 

  次に、今日の急速に進む、先ほども言いましたけども、超高齢化や人口減少の中で、市民との協
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働という建前だけではなかなかできない状況に迫られてきている。まあ、その手伝いをしないかん

という部分があるわけですけども、道路沿いに生い茂った草木や河川内の立木等については、景観

も配慮したことが必要になってくるんじゃないかなという思いがしておりますけれども、緊急性が

ないと言われ、なかなか処理されない河川内の立木にしても、身近な地域住民にとっては、いつ何

どき豪雨災害に見舞われるか心配なところでもあります。 

  近年、市道等の草刈りを身近な地域住民によって委託事業として行っている自治体もあるようで

す。 

  そんな中で、要旨ウに入りますけれども、地域住民等ボランティア組織のような形でつくって、

そういった業務をやるということについて、業務委託するようなことについてはどのように考えて

いるのか。また、こうした市道等の草刈りや立木の処理に対して、昨年度実績はどのようであった

のか、建設部長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、要旨ウ、地域住民等ボランティア組織に対し、業務委託することについてどのように

考えるかについてお答えします。 

  地域住民等ボランティア組織の活動につきましては、要旨アで答弁いたしましたが、里親に登録

していただきますと、作業に使用する軍手、草刈り機の燃料等を支給いたします。また、瑞浪市市

民活動補償制度により保険が適用され、安心して作業を行っていただくことができますので、ぜひ

ご活用ください。 

 

  また、議員がおっしゃる地域住民等ボランティア組織とは、まちづくり推進協議会等を指されて

いるのかとは思いますが、市としましては、草刈り機及びチェーンソーなど、危険を伴う機器を取

り扱うことから、業務を受託する場合、作業者の資格取得や安全性の確保、処理にかかわる運搬許

可の取得、市の請負業者としての登録等が必要となりますが、基準が満たされれば業務委託するこ

とも可能であると考えております。 

  また、立木の量とか、回数とか、ちょっと今数字を持ち合わせておりませんので、申しわけあり

ません。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  立木の量ということじゃなくて、昨年、こういったことで実際に市がかかわったよ、あるいは、

地域住民にこういった部分がされたよという、そういった実績の部分はないということですか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 
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  里親活動の中でやっていただいておる場合は、活動団体の数掛ける２回ぐらいは全てかかわって、

草木の処理等は協力をしておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  そういう意味で言ったわけじゃないけども、市が実際に事業として。 

○建設部長（石田智久君） 

  ああ、委託したかということですか。 

○15番（柴田増三君） 

  うん。委託の部分と、それから、市が実際に実施した部分やね。どの程度あったのかという。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  ボランティア団体に委託を出したことは、土木課としては１団体あるだけです。 

  今ちょっと、その面積とか量については持ち合わせておりませんので、済みません。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

 ○15番（柴田増三君） 

  まあ、今後、本当に地域住民のこういった形の中で、里親制度が有効に使われて、やってくれる

のが一番ベターだろうとは思うんですけれども、そういった中で、ぜひとも市も協力的に、協働と

いうことをいろんな形で言ってみえるわけですから、ぜひともご協力をいただいて、スムーズに地

域の中でそういったことができるような仕組みづくりをこれからやっていこうかなと思っています

けれども、そういった中でもぜひまたご相談をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

  次に、標題２に移ります。 

  スポーツ振興と施設の管理運営についてでありますけれども、これまでもスポーツに関しては、

スポーツ振興と健康づくり、あるいは、スポーツ環境の充実、学校でのスポーツ、子どもの体力向

上について等々、様々な観点から質問、あるいは提案をさせていただきましたけれども、最近、私

自身の長いかかわりの中から感じていることは、大人も子どももスポーツ、運動をする人、しない

人の二極化、あるいは、スポーツ離れが進んでいるような感じを受けます。 

  また、急速に進む高齢化、少子化、更には人口減少社会の中で、スポーツ大会・競技等に参加、

あるいは、かかわる人も年々減少傾向にあるような状況を感じております。 

  反面、スポーツの多様化、健康志向への関心、高まりとともに、競技や団体活動から個々での体

力向上に向けた取り組みへと変化をしている状況でもあると思っております。 

  こうした状況下、誰もがそれぞれの体力や年齢、技術、あるいは、興味、目的に応じて、いつで

-76- 



 

もどこでも、いつまでもスポーツに親しみ、楽しみながら取り組むことができる生涯スポーツ社会

の実現、あるいは、スポーツ環境の整備を進めることは、重要な課題であると感じておりますけれ

ども、スポーツ振興、活動を通しての地域の創造、あるいは、活力ある地域づくり、コミュニティ

形成の推進としては、スポーツの持つ力が大変あると思っております。 

  そういった力がスポーツにはあると私は思っておりますけれども、生涯スポーツ社会の実現には、

スポーツ関係団体、区長会、それから、まちづくり組織、学校等、それぞれの持つ機能を活用して

連携する中で、進める必要が重要じゃないかと思っております。 

  本市も、市民１人１スポーツの実現を掲げ、取り組んでみえるところでもあります。 

  要旨アに移りますが、生涯スポーツの現状と課題はどのようか。教育委員会事務局長にお伺いし

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局長 伊藤正徳君。 

○教育委員会事務局長（伊藤正徳君） 

  それでは、失礼いたします。柴田議員ご質問の標題２、スポーツ振興と施設の管理運営について、

要旨ア、生涯スポーツの現状と課題はどのようかについてお答えします。 

  本市では、生涯スポーツの振興目標として、４つの目標を掲げております。 

  １つ目は、「子どもたちにスポーツをする楽しさと技術を伝える機会の創設」、２つ目に、「市

民がスポーツに接する機会の増加」、３つ目、「スポーツ技術の向上と競技人口の拡大」、４つ目

としまして、「地域の中でスポーツに親しめる環境づくり」を掲げております。 

 

  この振興目標を達成するため、市民体育大会や各種競技別大会などの競技スポーツは広く行われ

ております。延べ参加者数も増加傾向となっておりますが、参加が特定の方々に限られているとい

うのが現状となっております。 

  また、子どもたちを対象としたスポーツでは、トップアスリート事業やスポーツ教室開催などの

実施により、幅広くスポーツに親しむ機会の増加に努めておりますが、まだまだ参加者が少ないの

が現状でございます。 

  議員が中心になって地元で取り組んでみえます「稲津スポーツ文化クラブ」では、まちづくり推

進協議会などと連携して、地域住民の健康づくり、生きがいづくりを目指して活動されてみえます。 

  このような活動は、他の地域では見られないことから、今後も一層、まちづくり組織やスポーツ

団体などとの連携を図ることや、スポーツの魅力を発信していくことが課題と捉えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  やはりスポーツを広げるためには、地域それぞれの連携が必要ではあるかと思いますけれども、

やはり現在、地域間格差というか、そういった温度差がそれぞれ地域の中にもあると思います。団
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体の取り組み方、あるいは、団体の考え方、そういった部分があるわけですけれども、やはり積極

的にそういった生涯スポーツの実現に向けて振興、あるいは、活力づくりに向けて、地域で推進を

していくということは非常に重要かなと思っております。 

  こういった意味で、ぜひとも、私はスポーツ推進委員をやっているわけですけれども、その中で、

なかなか地域の中にそういった理解をしていただけない部分が多々あることも感じているわけです

けれども、こういった団体ですね。それぞれのまちづくり、あるいは、区長会等も含めまして、ま

た、そこの中にある、地域にある体育部会、それぞれの地区によって名称等が違うわけですけども、

そういったところにも積極的に協力体制をとる中で、ぜひともやっていきたいなという部分があり

ます。 

  市の管轄してみえる部分ですね。そういった組織に対しても、ぜひ市の中にある組織として、こ

ういった部分があるよということで、ご協力の助言等を各団体にもしていただく中で、それぞれこ

ういったスポーツ振興の中で取り組んでいきたい。まあ、連携を密にしていきたいなという部分が

ありますので、そういった部分についても、市のほうからもぜひとも助言をしていただきたいな、

そう思っております。 

  再質問に入りますけれども、最近、国は生活習慣病の予防や重病化の抑制、あるいは、健康寿命

を１歳以上延ばすことを施策として、生活習慣病受診率を81％に上げるよと。最近、新聞にも出て

おりましたけども、メタボ人口を25％に削減するよと、そんなことも打ち出してまいりました。体

力の向上とともに、メタボの解消には有酸素運動が非常に効果があるとされています。  

  加えて、最近はアルツハイマー病の予防・改善にも非常に効果があるというようなデータも出さ

れ、証明されておりますけれども、先に述べたように、体力の向上、健康づくり、健康志向への関

心、高まりはすごく増加しております。 

  そういった中で再質問させていただきますけれども、生涯スポーツの推進を行う上で、その目的

として、健康増進を掲げた事業を多く展開していくことについてどうなのか。教育委員会事務局長

にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局長 伊藤正徳君。 

○教育委員会事務局長（伊藤正徳君） 

  ただ今、ご質問いただきました、生涯スポーツの推進を行う上で、その目的の一つとして健康増

進を掲げた事業を展開してはどうかについて、お答えさせていただきます。 

  近年、ブームになっております「ウォーキング」や「ノルディックウォーキング」などは、議員

からもご紹介いただきましたように、すぐれた有酸素運動であり、脂肪燃焼やダイエットに効果が

高く、生活習慣病の予防、改善が見込まれると言われております。 

  これらの運動は、高齢者でも気軽に始めることができるため、「健康まつり」などで現在、普及

に努めているところでございます。 

  また、現在、市民体育館のトレーニング室では、トレーニングシステムに新たな機能として、利
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用者のセルフチェックに基づく細やかなトレーニングメニューの提案機能の追加などを予定してお

り、健康増進にも役立てていただけるものと考えております。 

  今後も今まで以上に、各種事業を実施する上で、参加者が健康増進を実感できるような施策とな

るよう、健康づくり課などの関係部署との連携を図りながら推進してまいりたいと考えております

ので、ご理解をお願いいたします。 

  以上、答弁とします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  まあ、トレーニングルームのシステムの再構築をしてるということですけれども、ぜひともそう

いった中で、トレーニングルーム、最近、随分ふえてきているわけですが、活用した体力測定。い

つも文部科学省の体力測定なんかが、データをとってくれというようなことが市にも来てると思っ

ておりますけども、そういったものを活用する中で、ぜひとも市民の体力実態を調べるというのも、

今後、それらを反映させて健康増進事業に結びつけていく。そういったことも利用できるんじゃな

いかなというようなことを思っております。 

  いずれにしても、実践したものが、それぞれの体力の向上、健康実態を実感できるような形にし

ていく必要があるようなことを思っております。 

   ぜひとも、こうした体力づくり、あるいは、健康づくりのさらなる推進の原動力になるような形

で、そういった有効に施設を活用していただいて、先ほども言いましたけど、これをやるためにも、

一部の者だけではだめですので、ぜひともスポーツ団体関係者、それから、まちづくり団体、そう

いった市の関係部署もそれぞれあるかと思います。まあ、それに関係した部分もあるわけですけれ

ども、そういった部分も視野に入れる中で、ぜひとも連携を強めていきたいなと思っております。

まあ、こういった取り組みがぜひとも必要だと感じておりますので、またよろしくお願いしたいな

と思っております。 

  次に、学校での運動への取り組みについてですけれども、『みずなみの子ども』、先ほど配られ

ましたけれども、黄色の冊子でしたけれども、「健康診断・体格・運動能力・体力」というような

形の冊子、議員のみんなにも配られた冊子がありますけれども、こういった冊子をいただいており

ますけれども、そういった中にもありましたけれども、それによりますと、体格面では多くの学年

で、男女とも全国と比較して小柄であるものの、運動能力、体力に関してはほとんどの種目で全国

平均を上回っておるというような結果が発表されております。特に中学校の運動能力は、全国と比

較しても多くの種目で高い結果が得られているということで、大変喜ばしいことではありますけれ

ども、生徒の中でも運動の得意な子、あるいは苦手な子、文化活動の好きな子、それぞれ様々な子

があるわけですけれども、とりわけ、子どものころは一つだけのスポーツ、１種目のスポーツだけ

ではなくて、多種目のスポーツ・運動にかかわった子のほうが運動能力が高くなるというような傾

向にあることもデータで示されております。 
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  「スポーツジャパン特集号」によりますと、またここはスポーツ少年団の「魅力」と「課題」と

いうような形の中で特集が組まれておりましたけれども、運動不足による体力低下は、勉強の効率

にも大変影響していると。そんなようなデータも出されています。運動は体力増進につながり、脳

の働きにもプラスになるとのデータも示されております。 

  そこで、要旨イに入りますけれども、学校教育における体力向上の取り組みの現状はどのようか。

教育委員会事務局次長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局次長 藤井雅明君。 

○教育委員会事務局次長（藤井雅明君） 

  それでは、要旨イ、学校教育における体力向上の取り組みの現状はどのようかについてお答えし

ます。 

  学校では、次の２点を大切に、児童生徒の体力づくりに取り組んでおります。 

  １点目は、児童生徒の発達段階を踏まえた体育指導を充実し、体力の向上を図ることです。これ

につきましては、体育授業において、学習指導要領に定められました指導内容を確実に身につけさ

せながら、体力の向上を目指しております。特に、技能の習得に加え、運動時間の確保や基礎とな

る運動の反復練習などを、実態に応じながら行っております。 

  ２点目は、児童生徒の運動能力、体力テスト結果を把握し、指導方法の改善を図ることです。特

に、本市の健康教育委員会が作成する冊子、先ほどご指摘がありました「みずなみの子ども」の活

用を図っております。毎年、児童生徒の健康診断・体格・運動能力・体力に関する調査分析結果と、

改善のための方法等が提案されており、体力向上に向け一躍を担っております。 

 

  これらの取り組みの成果として、中学校ですが、昨年度、全国体力調査結果において、幅跳びや

50メートル走など、全ての体力調査種目において全国平均を上回っています。 

  以上で、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  発達段階にあわせた形で、体力の向上に取り組んでみえるということですけれども、全国的な傾

向ではあったようですけれども、ボール投げとかそういった部分についてはちょっと落ちてるのか

なというような発表もあったわけですけども、ぜひともこういった学校においてもですけれども、

瑞浪においては非常に立派な成果が出ているということで、先生たちの努力に敬意を表するわけで

す。 

  再質問に移ります。 

  最近、学校教育活動の一環として部活動やスポーツ少年団の活動など、少子化によって団体種目、

野球やソフトボールなどの人数がそろわず、大会に学校単位では出場ができず、合同で出場する種

目もあるわけですけれども、また、最近では、学校統合による廃部や、教員数により部活動への対
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応ができずに、種目が制限されるというような現状もあるわけですが、多様な生徒のニーズにいか

に応え、その成長をいかに支えていくかに視点を置いて、検討していく必要がある部分があるんじ

ゃないかなということを感じております。 

  そこで、質問ですけれども、学校部活の現状と外部指導者の導入についてどのように考えてみえ

るのか、教育委員会事務局次長にお伺いしたいと思います。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局次長 藤井雅明君。 

○教育委員会事務局次長（藤井雅明君） 

  それでは、学校部活の現状と外部指導者の導入についてどのように考えるかについてお答えしま

す。 

  まず、学校部活の現状についてお答えします。中学校では、生徒全員が部活動に所属しておりま

す。運動部は、夏の中体連市内大会を目標に、朝活動や放課後部活に取り組んでおります。小規模

校の多い瑞浪市では、同じ目標を持った集団の中で学ぶことのできる社会性や技能、体力の向上を

目的として取り組んでいます。 

  次に、外部指導者の導入についてお答えします。部活動における外部指導者はコーチとして、校

長の承認のもと、部活動を指導したり、中体連の大会に参加したりすることができます。しかし、

監督や引率者として参加することはできません。中学校体育連盟の大会規定には、引率・監督者は

参加する学校の校長や教員であることが規定されているからです。これは教育の一環として行われ

る部活動に対し、顧問の者以外が担うことに対する責任の所在について課題があるものと考えられ

ているからです。 

 

  以上で、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  先ほどの中でも述べさせていただいたように、教員数によってなかなか、その今の部活、顧問に

なるという部分というのは限られてくるわけですけれども、ある一部の学校ですかね。市の中でも

１校あったかと思いますけれども、外部、部活の指導者として校長先生が認定していた方について

は、その中で部活をしていただいているというような状況のところもあったかと思いますけれども、

やはりこれから、ますますいろんなスポーツ、先ほども言いましたけども、多様化の中で、その子

がやりたいなという部分をいかに実現させていってやるのか、それに応えていくのかという、まあ、

学校で全てやれというと難しいわけですけれども、これは外、学校以外のところでそういった部分

も受け皿的に、受け皿がどこにあるのかという問題もあるかと思いますけれども、ぜひとも学校の

先生だけでは到底担える部分ではないかと思います。 

  学校の教育活動の一つの一環としてやる部分での部活というのは、それでどうしても先生の、教

員数によってやらなきゃいけない。あるいは、中体連の要綱の中でも、顧問がかかわってくるとい
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うような形がどうしてもあるということの中で、大会等が運営についてはそういった部分でやって

いかないかんという部分があるわけですが、今後、全国的な傾向にもあるかと思いますけども、中

体連、いろんな組織自体の参加要項もある程度見直す中で、子どもたちが本当にかかわってくれる

ようなスポーツ、そういったものを考えていく必要がある。あくまで先生がやらなきゃいけないよ

という部分ではなくて、先生と一体となって、安全性の問題が一番あるだろうと思いますけれども、

そういった中体連への対応、中の組織の改革の必要性、そんなものを感じているわけですけれども、

ぜひとも学校の部活、あるいは、その外にある、今、土曜日、日曜日についてはクラブ化でやるよ

という部分で、先生はほとんどかかわってみえないわけですけれども、こういったクラブの中には、

外部というか、それぞれの競技の得意な方、指導者が見えて、そういった方が指導してみえる部分

もあるわけですけども、実際よく聞いてみますと、統合されて、今度、部活が随分減ったりとか、

なかった部活を、そのまま一方にあって、片方にはない部分、両方やるわけにはいかないから減っ

ている部分というのも理解をしておるわけですけれども、実際に、例えば、野球なんかが２名しか

おらんのに部活として認められているような現状があるよというような部分も、その指導者の方か

ら聞いたこともあるわけですけれども、でも、それは後の受け皿的に、クラブとしてやってると結

構、人数がそろってるよと。その現状がどうして、部が２人だけで野球がやれるのかなという思い

があるわけですけれども、片や部活として40名以上の部があって、でもそれは、今度は統合によっ

てできないよという、そんな廃部になる部もあるわけですけれども、こういった部分をいかに子ど

もたちにやらせてやりたいという、やっていけるような方法をとっていくのか。連携と、外部の指

導者のこともありますけれども、そういった部分をもう一度しっかりと学校の中で考えていただく。

あるいは、必要に応じて、こうした能力のある方があれば、ぜひとも外部指導者の導入を図る中で

検討していただければありがたいかなと思います。 

 

  これを突きつめていろんなことを話しても、まだ、なかなか学校の中の問題がありますので、で

きないかと思いますけれども、子どもたちにやりたいことをどうさせてやるのか。そういった部分

をどう最大限考えていただけるのか。そういった部分が課題になってくるんじゃないかなという思

いがありますので、よろしくお願いしたいなと思います。 

  次に、学校施設、公共施設など、身近なスポーツ活動の場の安全確保についてですけれども、学

校体育館の床が損傷していたところから、胸から滑り込んで大けがを負ったことや、近年、異常気

象によって、高温によって、熱中症で競技中に気分が悪くなったり倒れたりした選手や競技団体者

があったというようなお話も聞いております。 

  そこで、要旨ウに入りますけれども、スポーツ施設の管理運営の現状はどのようか。教育委員会

事務局長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局長 伊藤正徳君。 

○教育委員会事務局長（伊藤正徳君） 

  それでは、柴田議員ご質問の要旨ウ、スポーツ施設の管理運営の現状はどのようかについてお答
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えします。 

  まず、平成26年度における本市のスポーツ施設の利用状況からお答えさせていただきます。 

  初めに、市民体育館の競技場ですが、各種大会の開催や一般利用で、年間７万5,840人の利用が

ありました。同じく市民体育館内のトレーニング室の利用者は、延べ１万3,871人、市民テニスコ

ートは４万3,510人、日吉スポーツ施設及び市民野球場などの野外施設では３万9,766人、小中学校

の夜間学校開放施設につきましては９万6,484人で、合計利用者数は約27万人であります。この利

用者は、５年前の平成22年度の約25万1,000人と比較して、１万9,000人増加しております。 

  このように、多くの方がご利用いただいております各スポーツ施設を安全に利用していただくた

めの管理方法として、お答えさせていただきます。 

  まず、体育館には、現在、７名の職員が勤務しておりまして、毎日、開場前に施設の点検を行っ

ております。また、トレーニング室の機器につきましては、利用者やトレーナーからの情報に基づ

いて、早期の安全点検、整備に努めるとともに、計画的な機種の更新によって快適な利用環境の維

持に努めているところでございます。 

  次に、市民体育館以外の施設につきましては、それぞれ現地で施設・設備の点検を毎月２回以上

行っております。 

  議員からお話がございましたスポーツ中の熱中症などの急病人、けが人などの対策につきまして

は、ＡＥＤ、ミスト扇風機の配置をしているところでございますが、安全かつ快適な施設環境を整

えていきたいと考えておりますので、ご理解いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

  以上、答弁とします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  なぜ管理の部分を言ったのかと言うと、先般、議会報告会の中で、ある地区の中で、トレーニン

グルームの機器の管理が全然うまくいっていない。あるいは、そこの指導者が本当に指導資格を持

っておってやっとるのかなというような質問まで出てきた中で、一度、管理運営がどんなようにさ

れているのかお伺いをしたわけですけれども、まあ、いずれにいたしましても、職員さんは全体の

中で７名というお話がありました。そして、施設については、平成25年度平均からすると、昨年度

と比較すると１万9,000人増加。先ほども言いましたけども、随分トレーニングルームがふえてる

よというお話をさせていただきましたけども、多くの方に使っていただいております。 

  今後も、ぜひとも熱中症対策等も十分に検討していただきまして、それぞれの施設にあったよう

な部分でそういった対策をとっていただければありがたい。まあ、安全かつ快適な施設の環境整備

に努めていただきたいなと思っておりますので、ぜひともよろしくお願いいたします。 

  次に移りますけれども、スポーツ用具の管理及び有効活用についてですけれども、私自身、これ

まで多くの軽スポーツの普及と振興にかかわってまいりましたけれども、その都度、市に買ってい

ただいて、遊び方、使い方、ルール等の研修を受けて、普及と振興に取り組んできたわけですけれ
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ども、それぞれスポーツの多様化に伴って整備された用具が、新たなスポーツ・運動へと進展して

いく中で、それぞれの用具が忘れ去られていく現状というものがあって、もったいないなというよ

うな気持ちでいっぱいですけれども、現在でも十分に活用できるし、また、楽しめるスポーツだと

感じております。 

  そういった中で、市民体育館で現在、所有している用具等も、もう一度整理や確認していただい

てファイリングする中で、地域の公民館やまちづくりの中に紹介するとともに、要望に応じて貸し

出しをして、公民館活動やまちづくり活動で利用していただくことにより、更にスポーツ振興やま

ちづくりを活用したコミュニティスポーツの推進に役立てていければなと、そんな思いを持ってお

ります。 

  そこで、要旨エですけども、スポーツ用具の管理及び有効活用について、どのように思ってみえ

るのか。教育委員会事務局長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育委員会事務局長 伊藤正徳君。 

○教育委員会事務局長（伊藤正徳君） 

  それでは、要旨エ、スポーツ用具の管理及び有効活用はどのようかについてお答えします。 

  市民体育館などでは、ノルディックウォーク用ポール、スナッグゴルフセット、ジュニアゴルフ

クラブを初め、多くのスポーツ用具を保有しております。こうした用具は、現在、公民館、体育協

会、スポーツ推進委員会などの事業に対してのみ貸与し、個人への貸与は行っておりません。  

  今後は、議員からのご提案がありましたように、貸し出しが可能な用具を仕分けし、貸し出し利

用に関しての規定の整備、ＰＲなどを行い、市内の各種団体などの活動に活用いただきたいと考え

ております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 

○15番（柴田増三君） 

  ぜひ、こんな用具があるよというような部分を、一部のものをファイリングしたものを持ってい

ますけれども、それぞれ地区公民館にそういったものを配置することによって、まちづくり、ある

いは、公民館活動の中で、家庭学級とかいろんなものがあるわけですけれども、そういった中でな

かなか知られていない、そういうＰＲすることによって、ああ、こんなものがあるんだということ

を感じていただいた中で活用していただける。子ども会でも活用していただける、そんな場面が出

てくるんじゃないかなと思っていますので、ぜひともＰＲを含めて、そもそも用具、先ほど言って

いただいたのが最近の用具ですけれども、その前にあるのは随分たくさん、ダーツやとか何か、い

ろんなものもあるわけですけれども、そういったものを、ぜひこんなものがありますよとＰＲして、

使っていただけるようなものがあれば、先ほど言われましたように、どんなものなら貸し出せるの

か、安全性のことも含めて、使い方、遊び方等も書いたものを中にファイリングして、そういった
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ものを公民館等に配置していただいて、まちづくりで使っていただければよりベターなんじゃない

かなと、そんな思いがしておりますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

  次に、国はスポーツ基本法の中で、スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことが国民の権利

であること、また、スポーツそのものは、スポーツは文化であること等を明示いたしました。生涯

にわたり、あらゆる機会とあらゆる場所において、自主的、自立的にその適正及び健康状態におい

て行うことができるようにすること、推進することを定めております。 

  スポーツ基本計画等においては、その地方の実情に即したスポーツの推進に関する計画を定める

よう努めること。まあ、これは実際に強制的にやりなさいということではなくて、計画を定めるよ

う努めなさいということをうたっておるわけですけれども、岐阜県においても、最近、国のスポー

ツ基本計画を参酌して、本年３月に「清流の国ぎふスポーツ推進計画」が策定され、発表されたと

ころでもあります。 

  県内各市においても、それぞれ策定済み、また、今、策定中のところが随分ふえてきております。 

  そういった意味で、要旨オに移りますけども、本市におけるスポーツ推進計画はどのようか。教

育長にお伺いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  教育長 平林道博君。 

○教育長（平林道博君） 

   要旨オ、本市におけるスポーツ推進計画はどのようかについてお答えします。 

  国は、平成23年６月に制定しました「スポーツ基本法」に基づき、翌平成24年３月に「スポーツ

推進計画」を策定しました。 

  また、岐阜県におきましては、国の「スポーツ推進計画」を参酌して、ことし３月に「清流の国

ぎふスポーツ推進計画」を策定しました。 

  スポーツ基本法は、第10条第１項において、「市町村教育委員会は、国のスポーツ基本計画を参

酌して、その地方の実情に即したスポーツの推進に関する計画（スポーツ推進計画）を定めるよう

努めるものとする」と定めております。 

  本市のスポーツ振興に関する基本計画には、「瑞浪市第６次総合計画」と「みずなみ教育プラ

ン」という２つの計画があります。現在、その目標や施策に沿ってスポーツ振興を進めているとこ

ろですが、スポーツに対する市民のニーズはますます多様化してきております。また、健康づくり

への志向も一層強くなってきております。 

  こうした市民のニーズに的確に応えるため、第６次総合計画及びみずなみ教育プランの具現化状

況を見きわめながら、これら２つの計画の中間見直しの時期にあわせて、「瑞浪市スポーツ推進計

画」の策定を進めていく考えでおります。 

  以上、答弁とします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  15番 柴田増三君。 
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○15番（柴田増三君） 

  ありがとうございました。今後、それぞれスポーツの多様化をしていく中、あるいは、中間的な

部分でそういったものを考える中で、具体的にこういった本市に合った政策を考えていくよという

ことでありますけれども、本当に今日、急速に進む高齢化、あるいは、少子化、更には人口減少が

顕著になってきているという状況があるわけですけれども、こうしたことを勘案して、どこでも意

外と国の計画をそのまま参酌して、県もそうですけれども、似たようなものをつくってみえるわけ

です。型どおりのもの、そのものだけではなくて、やはり先ほど教育長もおっしゃいましたけども、

やはり地域に即した、瑞浪独自のそんな推進計画を立てるようなことを盛り込んでいくのが、重要

なことじゃないかなと思っております。 

  また、今日の課題でもあります医療費の削減についてですけれども、スポーツをするという場所

の提供、あるいは、する団体との関係、そして、先ほども言いましたけど、いろんなところの各関

係部局と連携をする中で、ぜひともその計画を実行性のあるものにしていくことが重要だと思って

おりますので、計画は立てた、なかなかその計画は机上の計画であるということであってはいけま

せんので、その有効な部分を実効性あるものにしていくための計画として、ぜひとも進めていただ

きたいなと思っておりますので、よろしくお願いして、質問を終わらせていただきます。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、柴田増三君の質問を終わります。 

 -------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  ここで、暫時休憩をします。 

  休憩時間は、午後１時までとします。 

                                   午前11時38分 休憩 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

                                   午後１時00分 再開 

○議長（熊谷隆男君） 

  それでは、休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  ３番 渡邉康弘君。 

○３番（渡邉康弘君） 

  先ほど、私の一般質問の標題２の冒頭で、「本市では中京学院大学と中京短期大学の大学が２

校」とお話ししましたが、「本市では中京学院大学中京短期大学部が１校」に訂正をしたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ただ今、渡邉議員から発言の訂正の申し出がありましたので、そのように取り扱うことといたし

ますので、ご了承をお願いいたします。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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○議長（熊谷隆男君） 

  それでは、一般質問を続けます。 

  次に、５番 小木曽光佐子君。 

〔５番 小木曽光佐子 登壇〕 

○５番（小木曽光佐子君） 

  議席番号５番 新政みずなみの小木曽光佐子です。 

  議長のお許しをいただきましたので、一般質問をさせていただきます。 

  では、標題１のまちづくり活動支援について質問いたします。 

  本市では、まちづくり活動の支援をいち早く導入され、「夢づくり地域交付金制度」や「夢づく

りステップアップ事業」、また、「夢づくり地域活動支援職員制度」による市職員の派遣等、他地

域にはない支援制度であると思っています。 

  このような制度がなければまちづくりは活動ができなくなっていたかもしれません。 

  ただ、市内８地区にあるまちづくり組織も、長いところでは昭和61年設立、新しいところは平成

18年設立と、20年近くの運営の差があります。 

  このように、新たなまちづくりに模索する地区もあれば、長い経験を生かし、地区の将来のため

に活動をしている地区もあります。まちづくりによって温度差があることも事実です。 

  私もまちづくりの一員でしたので、以前、まちづくり組織の運営について勉強会が開かれたとき、

鈴木先生を中心にお話を聞く中で、私の心の中でもやもやとしていたことが思わず口をついて出て

しまいました。 

 

  「先生、まちづくり活動に飽きてしまいました。どうしたらいいでしょうか」。このころは、好

きでやっているとか、町の協力体制が薄れてきたり、夢は実現できない、やっていても形にならな

い。みんな心も体も疲れ切っていました。 

  鈴木先生は少し苦笑いをされたようでしたが、「勉強しましょう」というふうに言われたように

記憶しております。 

  まちづくりは夢を語り、夢を見、夢の実現のために頑張り、その夢が町に生かされ、町を支え、

その人たちの周りに応援しようとする人たちが集まれば、夢は実現する。こう信じて、まちづくり

メンバーは活動をしているのだと思います。 

  でも、現実は、夢はあってもそれを表現したり、施策としてまとめることなどに苦労をしている

ように思われます。 

  そこで集落支援員制度ですが、今、各地区により導入への希望や、地域ニーズに合わせた職務を

考えて、人材の候補者を選択する時期に入っていると思います。ですが、時間や日数の制約、報酬

などにマッチングする人材選択は大変難しい問題であると思います。せっかくの制度でも使い方に

よってその意味を果たせなくなることもあるのではないかと思います。 

  では、要旨ア、集落支援員制度の進捗状況はどのようかをお尋ねします。まちづくり推進部長、

お願いいたします。 
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○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  失礼します。それでは、議員ご質問の標題１、まちづくり活動支援について、要旨ア、集落支援

員制度の進捗状況はどのようかについてお答えいたします。 

  集落支援員制度につきましては、現在、各地区の区長会及びまちづくり推進組織に対して、制度

のご説明を行い、支援員の推薦を依頼しているところでございます。 

  集落支援員制度は、地域の課題解消や自治会、まちづくり推進組織の支援をしていただくために

導入するものでございます。 

  身分でございますが、市の嘱託職員という扱いで、地域の実情に合った勤務形態となるよう、制

度を現在、整備しております。 

  支援員の人選が整えば、説明会等を開催いたしまして、来年４月から勤務していただくよう進め

てまいりたいと考えています。 

  議員のご理解を賜りますようお願いいたします。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

 ○５番（小木曽光佐子君） 

  進捗状況はわかりましたが、10月29日に総務文教委員会で京都府の南丹市に視察に行きました。

ここでは、「市民協働による魅力あるまちづくりの推進」のために、「一般枠」に20万円、「学生

チャレンジ枠」に10万円という交付金制度があり、その中に「自由提案型事業」と「課題設定型事

業」の２種類があります。それをまちづくりデザインセンターという中間支援組織が、活動や事業

についての相談窓口となり、人材マッチングや情報受発注などを行っています。 

  本市にはまちづくり推進部があり、地域活動支援員も配置していただいています。これも他市に

はない特徴あるところだと思いますし、せっかくの部署を活用し切れていないまちづくりにも問題

があるとは思いますが、基本的にはまちづくりが事業のほとんどを考え、政策をまとめて提出する

ことで、夢づくり交付金が交付されています。 

  もちろん地区のコミュニティーセンター職員や公民館職員の力もお借りしていますが、ボランテ

ィア団体としての時間を考えると、それはとてつもない労力です。 

  今、現状維持だけで精いっぱいで、新たな発想や構築は大変難しくなっているというのが現実で

はないでしょうか。平成27年度のステップアップ事業の申し込みがなかったのは、こういったとこ

ろに問題があったからではないでしょうか。 

  今度、西分庁舎にはまちづくり組織のための部屋も用意されます。その活用のためにも、今、必

要なのは、総合プロデューサーとしての役割ができる人材の確保をすることではないでしょうか。 

  そこで、要旨イ、中間支援組織の設置について本市はどのように考えるか。まちづくり推進部長、
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答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、要旨イ、中間支援組織の設置について本市はどのように考えるかについてお答えいた

します。 

  中間支援組織を設置した場合の受益の対象となる団体は、ＮＰＯ法人、社会福祉協議会登録のボ

ランティア団体のほか、まちづくり推進組織や公益的な活動を行う市民団体などと考えております。 

  まちづくりをプロデュースする機能についてのご提案でございますが、まちづくり推進組織に対

しましては、市民協働課の職員を初め、地区担当支援職員が必要な情報の提供や相談を行うよう努

めております。また、市民活動を行っておられる団体からのご相談に対しましては、現在、市民協

働課が窓口となって対応しておりますが、より専門的な相談は、県内全域を対象とします「ぎふＮ

ＰＯ・生涯学習プラザ」等をご紹介している状況でございます。 

  こういった現状を踏まえてでございますが、中間支援組織を設置いたしましても、活用される団

体の数がどれほどあるかということもございますので、現行の体制を強化する中で、市民団体やま

ちづくり推進組織への支援をしていきたいと思います。 

  具体的には、今後、西分庁舎におきまして、まちづくりの拠点を整備するのにあわせ、まちづく

り推進組織や市民活動団体の情報発信とともに、活用可能な制度や全国的な先進事例の情報提供も

行い、市民活動に関して気軽に相談に乗れるような体制をつくってまいります。 

 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  ありがとうございます。西分庁舎がそういう情報発信とか、先進事例、そういったものを集めて

いただいて、まちづくりにどんどん提案をしていただくことで、またステップアップをとりたいな

というまちづくりが多く出てくることを望みます。 

  今年度は、「夢づくり市民活動補助事業」の提案で、小規模人数の市民団体が補助を受けること

で活動が活発にできるというメリットを生み出しました。 

  ですが、補助金と言う名のとおり、２分の１は自己資金が要るという政策なので、南丹市のよう

に交付金という制度、もちろん３回までという制約はありますが、夢をかなえたいという人たちが

もっともっとできるのではないでしょうか。 

  ただ、交付金頼りにならないよう、活用後の自立支援のためのサポート組織としても、私は中間

支援組織はもっと必要なものと思います。プロが欲しいなというふうに思っております。 

  今、西分庁舎を利用するというふうにお話をされましたが、ぜひ、今後の課題として中間支援組

織、あるいは人材を考えていただきたいなと思います。よろしくお願いいたします。 
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  それでは、標題１を終わります。 

  続いて、標題２に入らせていただきます。 

  標題２、高齢者の生活支援についてに入らせていただきます。 

  本市の総合戦略の中の、「高齢者・福祉ボランティアポイント事業」という政策では、ボランテ

ィアの登録者を平成26年度に780人だったものを、平成31年までに900人にしたいという指標を出し

ておられます。 

  今回の政策は、高齢者や障害者の生活を支援するため、ボランティア手帳を作成し、障害者施設

でのボランティア活動、高齢者宅のごみ出しなど、ボランティアポイント制度の検討をするとあり

ます。 

  この制度は、介護保険利用者に対して行うボランティアに限られ、何をしてもボランティアポイ

ントを付与してもらえるものとは違うので、善意のボランティアは対象にはならないということで

す。 

  以前の一般質問で出された「介護支援ボランティア制度」では、元気な高齢者が社会活動の担い

手になることで、生きがいを創出することや、自分の介護予防にもなることを目指しており、また、

介護施設に行きボランティアを行うことでポイントを集め、年間最高で5,000円が支給されるとい

う制度でした。質問では、この制度の導入に取り組むことを提案されましたが、検討するとの答弁

後、実施されておりません。 

   現在、日本の高齢化はとまらず、本市においても、大湫町や陶町では高齢化率が40％を超え、市

内でも新興住宅地以外では、やはり高齢化が進んでいます。 

  ですが、高齢者の対象年齢が65歳からで本当によいのかと思うほど元気な方々も多いのです。 

  高齢化率は上がっても、介護保険を利用している方は余りふえていません。これは何を意味して

いるのか。 

  元気な団塊世代が65歳となり、その人数をふやしていることに関係があるものと考えられます。 

  実際の数値では、平成25年に65歳から74歳までの人数が4,885人だったものが、平成27年４月の

段階で5,396人となり、511人ふえています。ですが、介護認定者は0.2％減少しています。 

  これは、本市が精力的に進めてこられた介護予防事業や脳トレ、いきいき教室、いきいきサロン

などの成果でもあると思います。 

  今は、こういう方々がボランティアとして、施設の通所者の送迎や、近所の人に対しての声かけ

や見守り、ちょっとした用事の世話、話し相手などで地域を支えていただいていますが、これが10

年後にはどうでしょうか。 

  今後は介護保険利用者がふえ、ボランティアとなる方々は反対に減少してくることは予想がつき

ます。 

  こういう状況の中で、以前できなかったことが、今回は本当にできるのでしょうか。 

  そこで質問します。要旨ア、高齢者・福祉ボランティアポイント事業導入に向けての取り組みは

どのようか。民生部長、お答えをお願いいたします。 
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○議長（熊谷隆男君） 

  民生部長 伊藤明芳君。 

○民生部長（伊藤明芳君） 

  それでは、標題２、高齢者の生活支援について、要旨ア、高齢者・福祉ボランティアポイント事

業導入に向けての取り組みはどのようかについて、お答えをさせていただきます。 

  高齢者人口の増加に伴い、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加は避けられない中で、

高齢者の皆さんが住みなれた地域で安心して暮らしていただくために、ごみ出しなどの日常生活で

のちょっとした困りごとの手助けをしていただける、生活支援の担い手としてのボランティアの育

成が、今後、重要になってくるものと考えております。 

  こうしたことから、本年度より、社会福祉協議会と共催で、日常生活でのちょっとした困りごと

の手助けを行うボランティアの要請を目的とした「ふくしお助け隊～生活支援担い手養成講座～」

を現在、開催しており、32名の方に受講していただいております。 

  講座修了後には、「ふくしお助け隊」としてボランティア登録をしていただく予定となっており、

こうした方たちが生活支援の担い手として、今後、活動していただけるものと期待しております。 

  他市における生活支援ボランティア活動の取り組みの一例としましては、可児市で平成26年４月

からボランティアポイントの導入による、ボランティア活動に対する支援を行っておられます。 

  この制度は、「子育て世代の安心づくり」、「高齢者の安気づくり」に対するボランティア活動

を対象として、ボランティア活動１回につき１ポイントを付与し、翌年度に10ポイント単位で、可

児市内の商店で利用できる地域通貨「Ｋマネー」と交換することができるというものでございます。 

 

  本市におきましても、今後もボランティアの育成・支援を進め、本年度から施行された介護保険

制度の「新しい総合事業」の一つとして、平成29年度からのボランティアポイント制度の事業実施

に向け、こうした先進的な取り組みを参考に、社会福祉協議会と連携して、本市の実情に合った制

度となるように準備を進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  社会福祉協議会と共催で、「ふくしお助け隊」で32名の方が勉強に来ていらっしゃるということ

で、登録もしていただけるということで、当然、ボランティアの部分では安心かなというのと、今、

先進事例で可児市のお話が出ましたが、瑞浪市は瑞浪市らしい、そういったものにしてほしいなと

思いますが、今回の制度は、先ほども述べましたように、介護保険利用者がふえて、ボランティア

が減るという、この先の実情を踏まえ、介護認定を受けても介護保険を利用する人ばかりだとは限

らないということでありまして、自宅での介護を可能にするため、ポイントをつけて、ボランティ

アをふやして、介護保険利用者を減らそう。そういったことで市の負担も減ってくるのではないか

というような、何か国の「あめとむち」のような政策でもあるなというふうには感じております。 

  きのうも「福祉村」というのが陶でありまして、これから介護認定の方法も変わってくる。独居
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の方が、今、介護認定を受けておられても、基本的に一人で生活ができますから、介護認定の認定

度が下がると介護が受けられない。そういうような時代が近々やってくるのではないかということ

で、大変不安な思いをされておりました。 

  このボランティア制度がもっともっと瑞浪市に即したものになるように、ぜひ頑張ってつくって

いっていただきたいと思いますし、先日、市内３校の高校生に対しまして、わかりやすい議会を目

指して報告会を開催いたしました。その中で、高校生がどのようにボランティアをするのか、かか

わるのか、よくわからないという質問がありました。 

  今後のボランティアのあり方の一つとして、高校単位での募集、中学校、小学校、幼児園など、

地域の方と触れ合う機会の多い子どもたちがお年寄りとかかわること、また、サービスを受けた側

からありがとうポイントを渡すなど、工夫をすべきではないかと考えます。 

  変化をしている時代にあわせた、ボランティアへの支援を考えるべきだと思います。 

  また、第６期瑞浪市老人福祉計画、介護保険事業計画の中に、本市の福祉社会像として、「自立

した生活を送るための支援の強化」、「ともに支え合い生活していく福祉文化の形成」、「高齢者

福祉・介護サービスの提供体制の確立」という計画推進の視点があり、それぞれに「自助」、「共

助」、「公助」とつけられています。 

  この言葉は防災でもよく使われるもので、高齢者の福祉と防災は切っても切れない関係であるこ

とがよくわかります。 

   特に、今回の地域総合戦略では、縦割り構造を越えた推進が大切であると、国からも提唱されて

います。 

  今回のボランティアポイント制度も、民生部だけでなく、まちづくり推進部、また、消防署など

とも連携をとって、よりよい瑞浪に即したボランティア制度になるように進めていっていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。 

  それでは、標題２を終わらせていただきます。 

  続きまして、標題３、観光資源の魅力向上についてに入らせていただきます。 

  今回の総合戦略で、東濃５市広域観光ＰＲ事業に5,000万円の予算がついています。 

  年間の観光客も平成26年度に136万人だったものを、平成27年度には137万人に、平成31年度まで

には142万人にしたいという指標も出ております。 

  先日、瑞浪恵那道路のくい打ち式がありましたが、どうしてもリニアという言葉の響きで、19号

線を中心に北の部分で５市が結ばれてしまうのではないかなというような不安も改めて思いました。 

  ９月議会でも質問いたしましたが、南のほうにも観光開発をするべきところはたくさんあります

し、近隣市との協働はもっとするべきと思います。 

  今回は、都市部での展開を想定されているようですが、せっかくのＰＲ事業ですので、東濃をア

ピールする中で、近隣をつなぐエリアに分けたパンフレットの作成や、芸能、伝統文化、産業など

の周遊コースの提案など、いろいろな方法があると思います。 

  そこで、要旨ア、東濃５市広域観光ＰＲ事業の展開はどのようかについてお尋ねいたします。経
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済部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  それでは、標題３、観光資源の魅力向上について、要旨ア、東濃５市広域観光ＰＲ事業の展開は

どのようかについてお答えいたします。 

  平成22年から、東濃５市で組織いたします「東濃ぐるりん観光実行委員会」で、東濃の観光をＰ

Ｒする事業を展開しておりますが、今年度は地方創生先行型交付金上乗せ交付分を活用いたしまし

て、東濃５市広域観光ＰＲ事業として観光プロモーション事業を展開いたします。 

  この事業は、首都圏と名古屋圏を誘客ターゲットに設定し、「東濃」の認知度の向上を目指しま

す。 

  具体的には、基本ツールとしてのロゴとキャッチフレーズの製作、ＪＲ東海、ＪＲ東日本の主要

駅、高速道路のサービスエリアなどへのポスター掲示、東京駅前のＫＩＴＴＥのデジタルサイネー

ジと連動した観光ＰＲ、同じくＫＩＴＴＥでカフェの開設と東濃の素材や器を使ったメニューの提

供、旅雑誌「るるぶ東濃」の製作と旅行関連イベントでの配布、インターネットの東濃観光情報サ

イトの設置、観光ＰＲ映像の製作と動画投稿サイトへの投稿など、多彩な観光宣伝を集中的に展開

いたします。 

   そうした中で、議員ご提案の、他市と連携した観光資源のＰＲですとか、本市の観光資源につい

ても、できるだけたくさん盛り込んでいきたいと思っております。 

  今回のこの事業を、東濃の観光をＰＲする絶好の機会と捉え、東濃のイメージの浸透、定着化を

図り、この地域への誘客促進につなげていきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  ありがとうございます。今、都市圏でいろいろと進めるというお話でした。そちらも大変、大切

なことだと思いますので進めていただきたいと思いますが、その中で、「るるぶ東濃版」をつくる

ということですが、その中にも地元の人がもっと地元を知るための「ジモティーツアー」、あるい

は、各地区が有している有名なお祭りを一堂に集め鑑賞するなど、瑞浪のよさを感じるイベントな

ど、また工夫するところはたくさんあるように思います。 

  また、別話になりますが、来年グランフォンド東濃さんが、第７回目になるサイクリング大会を

５月８日に開催すると計画してみえます。年々、大きな大会になりつつあり、来年は外国人選手の

参加もあるそうです。質の高い大会を目指し、自転車の安全な乗り方の指導や、地域観光にも力を

入れてみえます。本市にとっても、宣伝効果としては大きなイベントになってきていると思います。 
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  ぜひ、こうした行政頼りにならず、自主的に瑞浪を広くアピールしようとしている団体の後押し

は、積極的にするべきと考えます。 

  ウォーキング・サイクリングコース専門パンフレットなども瑞浪の特徴あるものになると思いま

す。 

  ぜひ、いろいろな観点から見た情報誌になるよう、努力をしていただきたいと思います。 

  また、インターネットの情報もということですが、それもわかりやすい情報になるように期待い

たします。 

  この事業は平成27年度で完結ということですが、今後も瑞浪恵那道路やリニア開通に向けて、５

市の協働は必要であり、継続性のあるものでなければならないと考えます。 

  そこで再質問ですが、平成28年度以降の観光資源の魅力アップのための政策はどのように考えて

おられるのかお聞きいたします。経済部長、再質問、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  来年度以降の展開でございますが、東濃ぐるりん観光実行委員会では、来年度以降も観光プロモ

ーション事業、今年度の事業で開発いたしましたロゴ、ポスター、「るるぶ東濃」、そして、観光

ＰＲ動画などのＰＲツールを活用いたしまして、リニアの開業も見据えて、東濃５市が一体となっ

た観光ＰＲ事業に取り組んでまいります。  

  そして、このぐるりん観光実行委員会に加えて、広域観光の取り組みといたしましては、美濃焼

こみち事業実行委員会など、幾つかの連携組織もございますので、そうした中で、まちづくり組織

ですとかＮＰＯからウォーキングやサイクリング、中馬街道などをテーマにしたコース設定、ある

いは、イベントについてご提案がありましたら、パンフレットの製作、ＰＲ活動などについても連

携して行うことができるものと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  ありがとうございました。東濃ぐるりん観光実行委員会でこれからも続けていかれるということ。

ことし、どんなロゴができるのか、とても楽しみにしておりますが、今言われた美濃焼こみちなど

も、大変いいツールでございますし、実際にまだまだ瑞浪の参加が少ないということで、1,000円

出して、あの立派なパンフレットに載せていただけて、実際に参加者を呼ぶことができる。そうい

ったすばらしいものでもございますので、ここのところももっともっと広くＰＲをして、瑞浪の商

店の皆さんに発展していただけるように、こういうツールをうまくこれからも使っていくことが大

切だと思います。よろしくお願いいたします。 

  今後も東濃の知名度を上げて、観光交流人口が増加していくための努力を続けていっていただき
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たいと思います。よろしくお願いいたします。 

  大変ありがとうございました。 

  それでは、標題４、地域防災についてに入ります。 

  本市では、今後は総合防災訓練は３年に１度程度での実施とし、通常は各地域による防災訓練に

すると発表されました。 

  国も、平成26年３月に「地区防災計画制度」を新たに創設されました。 

  それは、平成７年１月に発生した「阪神・淡路大震災」が契機となり、地域のきずなの大切さや

地域における自発的な自助・共助による防災活動の重要性が認識されるようになり、そして、平成

23年３月に発生した東日本大震災を経て、自助・共助の重要性が改めて認識されることとなったか

らです。 

  この２つの大震災は、地域コミュニティが災害に強くなければ、また、地域コミュニティが防災

に取り組まなければ、みずからの命を守ることも、みずからの地域を守ることもできないことを教

えてくれたのです。 

  また、東日本大震災では、犠牲者の過半数を65歳以上の高齢者が占め、また、障がい者の犠牲者

の割合が健常者の２倍程度にあがったと推計されています。 

  陶町では、平成20年、少子高齢化の中、要援護者をどのように守るべきかを考える中で、自主防

災の必要性を知り、「要援護者セーフティーネット事業」を立ち上げました。 

   また、同時期に、その道のエキスパートと知り合うことができたことで、住民の防災意識の向上、

共助意識の向上、防災マップづくり、防災訓練へとステップアップしていき、減災活動が最も大切

であることを学びました。 

  そして、昼間地元にいる中学生が防災力として必要であるとして、中学校を巻き込んだ訓練に取

り組んでまいりました。 

  その動きが、また新たなパートナーを生むことになり、地域防災に力を注ぐ多くの人たちや、多

分野の専門家と知り合っていきました。 

  おかげさまで、中学校が統合されることで、頼りにしていた中学生が昼間には地元にいないとい

う事態になっても、次の手段を用意することもできるようになりました。 

  それは、常にトップダウンではなく、ボトムアップの取り組みが大切である。自分たちがかかわ

って立てた計画だからこそ、それをなし遂げようという意志も強くなる。そんな思いで防災に取り

組んできたからこそ、できたことだと思います。 

  12月５日には、「岐阜県ボランティア・市民活動フェスティバル2015」が恵那市で開催され、

「減災社会づくりのために私たちができること～協働と連携～」というテーマで陶のまちづくりが

パネラーとして、2008年、平成20年から取り組んできた防災について発表いたしました。 

  このように、10年近くの歳月を防災と取り組んできた地域とそうではない地域との格差は、なか

なか埋められないものだと思います。 

  そこで、要旨ア、地域防災について本市ができることは何かについてお聞きします。まちづくり
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推進部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、標題４、地域防災について、要旨ア、地域防災について本市ができることは何かにつ

いてお答えいたします。 

  市では、災害に対する市民一人一人の日ごろの備え、自助・共助を中心とした地域防災力の重要

性につきまして、防災ガイドブックの配布や防災出前講座などを通じて啓発するとともに、本年度

は、各家庭に防災ラジオを貸与し、防災情報の伝達体制の充実を図っております。 

  災害に強いまちづくりを推進するためには、自分や家族の命を守る「自助」、自分の地域は自分

たちで守る「共助」が大切でございます。 

  従前より、市内各地区で順に行ってまいりました総合防災訓練を３、４年おきの開催といたしま

して、区、あるいは、組などの小単位で、地域の実情や要望に合った防災訓練に移行するのは、こ

の「自助」、「共助」に重点を置くためでございます。また、訓練内容も、災害図上訓練などの発

災前の行動に力を入れてまいります。 

  地域の防災力向上には、その担い手となるリーダーが必要でございます。 

  市では、平成24年度より毎年、「防災リーダー養成講座」を開催し、災害に対する正しい技能と

知識を持ち、地域防災の担い手となる防災リーダーを要請しているところでございます。  

  防災リーダーで組織します「みずなみ防災会」では、高齢者宅での家具転倒防止器具の取りつけ

や、地域の小規模な防災訓練などの支援を実施し、地域防災力の向上に努めてみえます。 

  市では、このような活動を支援するため、平成28年度から「みずなみ防災会」と協力し、地域の

実情や要望にあった小単位の防災訓練、避難訓練を実施いたします。 

  また、大人だけではなく、子どもたちも対象とした小中学校での災害図上訓練、防災マップづく

りなどの防災教育等も同様に実施してまいります。 

  地域防災力の向上には、区長会、まちづくり推進組織、みずなみ防災会、市との連携が不可欠と

考えておりますので、皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  確かに、本市が防災リーダーを育成して、みずなみ防災会の協力を得て、地域住民が自分たちで

自分たちの地域を支えることができるよう指導されようとしていることはよく知っております。 

  私も防災養成講座に参りまして、一応、防災士もとっておりますが、なかなか思うように活動が

できておりません。 

  ただ、本市が防災に対して多大なる理解と支援体制があることも、今回の防災ラジオの全世帯貸
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与という形であらわれていると思います。 

  今回は自治体加入者から配布ということで、自治体未加入者への加入促進や、絆メールへの参加

を促しておられることもわかります。 

  ただ、昼間は仕事に出かけている人も多く、仕事中にメールを確認することができる人ばかりで

はありません。特に家族が離れ離れになる時間帯であり、災害時にいち早く情報を得るためには、

職場での情報収集は必要であると思います。 

  そこで、再質問ですが、今後、防災ラジオの地元企業への拡大は考えているかをお聞きいたしま

す。まちづくり推進部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  ただ今、ご質問いただきました、防災ラジオの地元企業への配布拡大は考えているかにお答えい

たします。 

  防災ラジオは、全世帯に貸与することといたしまして、１万3,000台を準備いたしました。その

うち、自治会を通じまして１万300台が配布され、今月７日からは、自治会未加入者の方への貸与

が始まっているところでございます。 

  その他の配布先といたしましては、公共施設、学校、幼児園、福祉施設など、約150施設への配

布を予定しているところでございます。  

  地元企業への配布につきましては、今回の計画には入っておりませんが、今後、各家庭での利用

状況の検証や、企業からのご意見もお聞きし、事業所貸与に関する条件などを整えた上で、配布で

きるように検討してまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ５番 小木曽光佐子君。 

○５番（小木曽光佐子君） 

  今、福祉施設とか教育関係のところには配ってあるよというお話でしたが、まだ企業はこれから

ということですので、企業ですとか銀行関係ですね。そういったところにも、一刻も早く配布がで

きるようにしていっていただきたいと思います。 

  12月15日号の広報の裏面に、12月20日から１月31日までの日曜日の18時から試験放送を行い、啓

発していくということが書かれていました。 

  配布はされましたが、箱に入ったままという方も多いようです。 

  これから必要なのは、各地区の区長会やまちづくり、民生委員、福祉委員の皆さんとも協力をし

ながら、本市も大切な情報システムが無駄にならないように、今後も設置の再確認と啓発活動を続

けていくことだと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  そして、また、今まで広報で流されていたことと同じように防災ラジオでも流れるのかというよ
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うな質問が、住民からも来ております。放送の内容についても、住民に明確にお知らせをしていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  これから、だんだん人数も少なくなる中で、「自助」、「共助」、特に「公助」、そして、陶で

は「近助」という言葉を使っておりますように、地域の者が皆で力を合わせ防災力を上げていくと

いうことが大切なこととなっておりますので、今後も市のご支援をいただきながら、地元住民たち

と町を守るための活動をしてまいりたいと思います。 

  本日は大変ありがとうございました。 

  これで、私の一般質問は終わらせていただきます。大変ありがとうございました。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、小木曽光佐子君の質問を終わります。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  次に、４番 大久保京子君。 

〔４番 大久保京子 登壇〕 

○４番（大久保京子君） 

  議席番号４番 新政みずなみ大久保京子と申します。 

  議長のお許しをいただきましたので、これより通告に従いまして、標題２件を質問させていただ

きます。  

  初めに、マイナンバーの通知カードの発送が始まり、住民票の住所に世帯ごとに簡易書留で届け

られました。我が家へは11月19日に配達されました。市内で最も早い配達区域だったとのことです。 

  いよいよ来年１月より、社会保障・税・災害対策の行政手続で、マイナンバーの利用が始まりま

す。 

  しかし、通知カード発送以前から、全国的に様々な問題が発生しており、国の制度に対する方針

決定のおくれから、関係先に混乱が生じている現状です。 

  そんな状況下において、国民には、個人情報流出など、制度への不安が募ります。 

  それでは、質問に入らせていただきます。 

  標題１、本市におけるマイナンバー制度導入への対応についてであります。 

  10月中旬、テレビを見ておりましたら、大阪の道頓堀で、あるテレビ局が、「マイナンバー制度

をどう思われますか」と質問しておりました。 

  「マイナンバー制度なんて私たちには関係ない。全然関係ないし、そんなものは知らない」と、

ある老夫婦は笑って答えてみえました。 

  また、別の年配女性は、「悪用されるので、私は入らない」などと、まだまだ認識度の低さに驚

きました。 

  国は、マイナンバーで、もっと便利に暮らしやすく、公平・公正な社会の実現、国民の利便性の

向上、行政の効率化をうたっております。 
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  それでは、お伺いいたします。マイナンバーの利用が来年１月より開始されるわけですが、要旨

ア、本市における制度の周知方法はどのようか。総務部長、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  それでは、議員ご質問の標題１、本市におけるマイナンバー制度導入への対応について、要旨ア、

本市における制度の周知方法はどのようかについてお答えいたします。 

  国においては、テレビをはじめ、様々なメディアによる広報を行ってみえますが、本市におきま

しても制度のお知らせといたしまして、ことし４月から11月の間に、広報みずなみにマイナンバー

の特集記事を６回掲載してまいりました。また、12月15日号におきましても、通知カードによるお

知らせを掲載させていただいております。更にホームページにおきましては、マイナンバーに関す

るページを11月から掲載しております。 

  一方、10月１日からは市民向けの臨時相談窓口を開設し、マイナンバーに関する相談や質問に個

別に対応しております。12月16日現在、臨時相談窓口をご利用いただいた方は、電話相談が210件、

窓口へお越しいただいた方が142件の、合計352件のご相談をいただいている状況でございます。主

な相談内容につきましては、11月中につきましては、通知カードの送付に関することが多くござい

ましたが、12月からは個人番号カードの申請に関する相談となっております。 

   また、簡易書留郵便による通知カードの受け取りができなかった方には、改めて市役所での通知

カードの受け渡しなどにつきまして案内文書を送付し、臨時窓口での交付を行っており、全ての市

民の皆さんに通知カードが届くよう、現在、努めておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございます。日々、ご努力させておみえのことはよくわかりました。なるべく市民の

皆様一人一人にご理解いただけるように、よろしくお願いしたいと思います。 

  また、恐らく高齢者の方の多くは、どんな情報でも活字での、目からの収集のみよりも、耳から

の収集もあわせての情報収集のほうが理解しやすいのではないでしょうか。 

  先月、11月１日の日曜日、栄町区の若いお母さんたちのグループが、マイナンバー制度の担当課

による出前講座を利用され、区民の方々へ制度説明会を開催されました。 

  区民参加者は50名ほどでしたが、おひとり暮らし、またはご夫婦お二人暮らしの高齢者の方々で、

やはりご婦人の方が大半でございました。 

  受講後、一番多かったご意見は、「申請はしないで通知カードで保管しておいたほうが、個人情

報流出の危険を考えると安心だ」という言葉が多く出てみえました。 

  そんな中で、市へ検討していただきたいという要望等をお聞きいたしました。 

  今回のようなマイナンバー制度の説明会は、本市で初の開催と聞きますが、制度の利用がスター
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ト間近ですが、これからでも遅くはないと考えます。特に高齢者の方々への説明会など、考えては

みえないのか、お尋ねします。お願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  高齢者の方へマイナンバー制度の周知に関するご質問でございます。 

  市民向けの説明会につきましては、国などで様々な形でマイナンバー制度の広報がなされており、

市におきましては、個々の質問に答える形での制度周知が必要と判断し、自宅から電話で相談でき

る臨時相談窓口の対応としております。 

  議員がご紹介されましたように、市の主催ではございませんが、土岐町栄町区の女性団体からご

依頼がありまして、出前講座の形で説明会を11月に開催させていただきました。 

  また、12月には、民生児童委員の皆さんから、対象のお宅を訪問する際、マイナンバーに関する

ご質問をいただくとのことから、制度の説明の依頼がございましたので、委員の皆さんにマイナン

バー制度の説明をさせていただきました。 

  今後も、マイナンバー制度の説明などにつきまして、可能な限り出前形式で制度の説明をしてま

いりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

   ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございました。重ね重ねですが、本当に丁寧に高齢者の方々にご理解いただけるよう

に、ご努力をお願いしたいと思います。 

  また、特に高齢者の方は、テレビや新聞などの報道でいろいろな問題が出てきておりますので、

不安が増幅してみえます。マイナンバーの利用に関しては、法律の定める枠内において、行政と事

業主のみが利用可能となること。ここで言う事業主の利用とは、従業員の個人番号の収集と保管、

また、税関係などの書類に記載し、役所へ提出するための利用のことです。 

  また、なりすまし防止のため、本人確認が義務づけられているなど、不安感の払拭のために市民

に優しい行政の姿勢を見せていただきたいと思います。 

  では、続いて、視覚障害のある方への周知対応について。当然、この制度は国の制度であります

が、テレビの報道で、視覚障害者に対する対策で通知カード等に点字記載がないと聞きました。イ

ンターネットで調べましたら、東京都杉並区役所では、視覚障害のある方向けに点字・大活字版資

料と音声広報ＣＤを障害者施設施設課窓口に用意してあるとのことでした。 

  本市においても、視覚障害者の方への対応はお考えと思いますが、現在、どのような対応をとっ

てみえるのか、お尋ねいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 
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○総務部長（水野 正君） 

  視覚障害の方への制度説明に関するご質問でございます。 

  本市では、社会福祉協議会のボランティア団体「ともしび会」が行ってみえます、広報みずなみ

を声で録音したＣＤを図書館で貸し出ししております。また、希望される方には、ともしび会から

直接、そのＣＤまたはテープを送付していただいております。マイナンバーに関する広報みずなみ

の記事につきましては、視覚障害のある方には音声という形でお届けできているものと思っており

ます。 

  また、個人番号に関する点字表記に関しましては、まず、通知カードにつきましては、郵送され

た際、封筒に「まいなんばーつうち」と点字が表記されておりますが、通知カードへの点字記載は

されておりません。個人番号カードについてでございますが、個人番号カードの交付申請書に、氏

名の点字記載を希望する欄に記載をいたしますと、氏名は点字表示されますが、番号などは点字表

示されません。 

  視覚障害を持つ方への通知カード及び番号カードに関する市町村の対応につきましては、今のと

ころ国から具体的な情報は出ておりませんが、市といたしましては、引き続き、国や他の自治体の

情報を集めまして、視覚障害のある方からの個人番号に関するお問い合わせなどについて、適切に

対応してまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

   ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございます。何度も言いますが、本当にお一人お一人に親切に、わかりやすいように

対応をよろしくお願いしたいと思います。全市民に優しい、わかりやすい情報発信に努めていただ

きたいと願います。 

  続きまして、新聞・テレビ等報道にてご存知でしょうが、10月13日に茨城県取手市で個人番号を

誤って記載した住民票を交付、69世帯100人に影響があったという報道がありました。当日、13日、

夜９時時点で、43世帯60人が既に外部に手渡したとのことでした。 

  申請がないもかかわらず、番号記載ありの住民票交付はあってはならないはずで、何かしらの不

手際による事案が発生した。すなわち、業務体制のチェック機能が働いていなかったということで

す。 

  このような重要な業務に確認機能が働いていないのでは、当然のこと、国民からの不安感は増大

し、信頼感は不安の声に変わっていきます。 

  業務の基本は、作業工程には必ず「検査工程」があるように、事務処理においても検認や承認機

能が働き、間違いを未然に防ぐ機能が働かなければなりません。 

  大切な情報収集作業、情報管理は、今後、継続して必要となります。 

  事務処理における「検認機能や承認機能」は、当然必要だと考えますが、担当職員が書類を作成

するなどし、外部などへ出す場合には、書類内容からどのような方法で誰に渡すのかなどを上司の
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検認・承認がなければ業務は進まないわけです。 

  しかしながら、毎日、毎日、同じ業務をしていると、ちょっとした油断から、あってはならない

重大な事案に発展することが繰り返し発生しているのです。 

  それでは、お尋ねいたします。要旨イ、本市での事務処理におけるチェック機能はどのようか。

総務部長、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  それでは、要旨イ、本市での事務処理におけるチェック機能はどのようかについてお答えいたし

ます。 

  議員にご紹介いただきましたように、一部の自治体の窓口において、請求がないにもかかわらず

マイナンバーを表示した住民票を交付したケースや、本来は住民コードの表示が必要であるのに、

マイナンバーを表示した住民票を交付したケースなど、証明書等の交付誤りが新聞等で報道されて

おります。 

  こうした交付誤りを防止するため、本市におきましては、住民票コード及びマイナンバーを表示

した住民票を交付する場合は、申請書に記載された内容と、交付する証明書の内容を複数の職員で

確認することを徹底しております。また、市民課などの窓口で各種証明書を交付する際につきまし

ては、必ず申請者の方にも確認をしていただいた上で、交付を行っております。  

  現在、市が導入しています住民記録システムにつきましては、住民票に住民票コードや個人番号

は基本的に表示しない設定となっておりまして、必要な場合のみ表示できるシステムとなっており

ます。このシステムの設定におきましても、システム担当課と市民課での二重チェックを行う体制

としております。 

  引き続き、住民票の交付などにつきましては、市民課及びコミュニティーセンター職員に対し、

申請内容との確認と、申請者におかれましてもしっかりと確認をいただいて、交付するよう徹底し

てまいります。 

  更に、戸籍の届け出や住民異動の届け出に伴う事務処理を行う際には、システム入力後に必ず、

入力、事務処理をした職員とは別の職員が確認をする、二重チェックの体制をとるとともに、誰が

事務処理を行ったのかを明確にするため、届け出書に担当者の名前を記載する体制もとっておりま

す。 

  １月からはマイナンバー制度の運用が始まります。市民課の窓口だけでなく庁内各課等の窓口事

務でマイナンバーの利用が始まります。マイナンバーの取り扱いや管理につきまして誤りがないよ

う、担当課でのチェック体制を構築するとともに、細心の注意を払って業務に当たるよう、職員へ

の指導を徹底してまいりたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 
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○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございます。本当に大変でしょうが、職員の指導の徹底を、よろしくお願いしたいと

思います。 

  今、聞きました二重チェックであったり、担当者名を記入するとか、本当にそういう細かいこと

が重なっての安全・安心なチェック機能になるんだと思います。よろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、次に、大量のデジタルデータ情報が蔓延する社会において、市民の情報の紛失・流出

の防止は、機械に任せての作業とはいうものの、今、お話があったように、最後は人の手によると

いうこと。本市においても、システム上の安全性・セキュリティ対策が問われております。 

  要旨ウ、本市での個人情報等のシステムチェック機能はどのようか。総務部長、よろしくお願い

します。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  それでは、要旨ウ、本市での個人情報等のシステムチェック機能はどのようかについてご質問を

いただきましたので、お答えいたします。 

  本市では、個人情報の紛失や流出を防止するため、総務省が社会保障・税・番号制度の施行に向

け、各自治体に実施すべき情報セキュリティ対策について取りまとめ、公表しました「自治体情報

セキュリティ緊急強化対策」を基準に、個人情報等のシステムチェックを実施しております。  

  この「自治体情報セキュリティ緊急強化対策」では、インターネットからマイナンバーの流出を

阻止するため、インターネットとマイナンバーを管理するシステムの分離を行うこと、庁内ネット

ワークからのインターネットの通信履歴を保存して、不正な通信が行われていないか確認を行うこ

とを求めております。 

  本市では、インターネットとマイナンバーを処理するシステムは分離されており、庁内ネットワ

ーク内のウイルス侵入や、不正なパソコンの接続を検知するシステム等を設置、活用しまして、庁

内ネットワークの保守業者と連携しながら、不審な通信が行われていないか随時チェック作業を実

施しております。 

  また、マイナンバーを管理するシステムにつきましても、法令で規定された業務でしかこのマイ

ナンバーを利用できないよう、担当職員ごとに閲覧権限を付与いたしまして、閲覧者や閲覧日時な

どの履歴につきましても保存を行っております。 

  個人情報の紛失や流出を防止するためのシステムチェック機能につきましては、マイナンバーの

利用事務を取り巻く環境ですとか、インターネット技術の進歩により、求められる基準は変わって

まいります。 

  総務省におきましても、来年度中に「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本強化」を目指し

ておりまして、各自治体に求める情報セキュリティ対策の基準を強化する方針を示しております。 

  引き続き、総務省やネットワーク技術の動向を注視いたしまして、個人情報の紛失や流出を未然
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に防ぐために、随時、システムのチェック機能を強化してまいりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  今、お話があったように、どんどんと新たな基準強化ということで、本当に行政側も大変かと思

いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

  また、先日11月25日、中日新聞でしたが、「本人確認に顔認証システムが導入される」との記事

がありました。個人番号カード申請時に添付する顔写真を、役所がスキャナーで読み取ってデータ

化し、交付時に「顔認証システム」で当人か確認するという記事内容でした。 

  私は、本人確認は添付した写真と本人との対面目視で行うのだろうと単純に考えておりました。

しかし、ここでもまた、データ化の話が出てきました。 

  現時点でも、国の制度への更新が流動的であり、市民の多くは「データ化＝情報流出」と、危惧

の念を抱くこととなります。 

  今後、情報セキュリティ対策に携わる市職員への徹底した教育、監督が、今以上に望まれると考

えます。 

  安心・安全な市民の暮らしを守るために、何とぞご努力をよろしくお願いいたします。 

   次に、先ほど出前講座のお話をさせていただきましたが、参加された働いてみえるお母さんから

のご意見です。「申請し、個人番号カードを受け取る場合は、本人が窓口に行くのですが、窓口対

応時間が午前８時30分から午後５時15分までとなっております。対応時間を夜８時ぐらいまで延長

していただけないか。また、土日の窓口開設を検討していただけないか」との声をお聞きしました。 

  そこで、質問いたします。要旨エ、個人番号カード交付時間等の対応をどう考えるか。総務部長、

よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  要旨エ、個人番号カード交付時間等の対応をどう考えるかについてお答えいたします。 

  議員が申されましたように、市の窓口は、通常、午前８時30分から午後５時15分までの開庁でご

ざいますが、毎週火曜日と木曜日につきましては、午後７時までの時間でございますが、市民課、

税務課及び上下水道課において延長窓口を実施しております。平日の午前８時30分から午後５時15

分までの間に来庁ができない市民の方には、この延長窓口においても個人番号カードの交付につい

て対応する予定でございます。 

  個人番号カードの申請につきましては任意でございまして、全ての市民の方がこの時期に交付申

請するというふうには考えておりませんで、市では、国の予算などを参考といたしまして、個人番

号カードの申請でございますが、この部分につきまして、市民の方のおよそ８％で、約3,000件の
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申請があると見込んでおります。 

  この交付につきましては、申請に基づき国が作成する個人番号カードが市に届き次第、改めて市

のほうから通知いたしまして、順次交付する予定としておりますので、一時に集中し、混乱や誤り

が生じないように、個人番号カードの交付を行うこととしておりますが、休日などの対応を含めま

して、申請状況等を踏まえまして、適切に対応してまいりたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございました。子育てしながら働き、時間をうまく使ってみえるお母さんたちには、

この点を強く検討願いたいと出された声ですので、検討対応をよろしくお願いいたします。 

  では、次に、「通知カード」を受け取って、個人番号カードを申請すれば、個人番号カードを来

年１月以降、本人が市役所市民課受付窓口で受け取ることになります。 

  そのときには、それまで保管しておいた「通知カード」と、申請後届く「交付通知書」、本人確

認のために「運転免許証」、または「健康保険証」、「介護保険証」、「年金手帳」などのうち２

点が必要となり、必ず持参しなければなりません。 

  しかし、一度取得すれば、「本人確認に利用できる公的身分証明書」となります。個人番号を記

載した書類の提出や様々な本人確認の場面で利用できるカードとなり、手続がカード１枚でスムー

ズに行われることになります。 

 

  また、このカードを持っていることで、様々な市民サービスが簡単に便利に利用できるようにな

るなど、メリットがあるということです。 

  将来的には、本市においても市民サービスの向上に向けて、この制度の利用拡大について考えて

みえるのか。 

  それでは、お伺いいたします。要旨オ、市民サービス向上のため個人番号カード利用拡大に対す

る本市の考えはどのようか。総務部長、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  要旨オ、市民サービス向上のため個人番号カード利用拡大に対する本市の考えはどのようかにつ

いてご質問いただきましたので、お答えいたします。 

  平成28年１月から交付を開始します個人番号カードにつきましては、ＩＣチップがついておりま

して、そのあいた領域を利用して、様々な行政サービスを付加することができるとされております。 

  国では、印鑑登録証や図書館カードとしての利用や、コンビニなどでの各種証明書の発行など、

多目的な利用を想定してみえます。 

  市といたしましても、個人番号カードの利活用は今後の課題としているところでございますが、
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そのサービスにかかるシステムの導入ですとか、改修費用につきましては、各自治体が負担するこ

ととなりますので、財政面からも十分な検討が必要であるというふうに考えております。費用対効

果ですとか、個人番号カードの普及率及び、国や民間での利活用の状況を踏まえまして、今後もそ

の利用拡大につきまして判断していきたいというふうに考えております。 

  また、コンビニでの証明書発行等の交付サービスでございますが、これは９月議会の榛葉議員の

ご質問でもお答えしたとおり、導入に向けて現在、取り組んでおりますので、よろしくお願いいた

します。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございました。制度においては、まだまだ国の方針が流動的であり、行政も対応には

大変苦慮されてみえるでしょうが、市民の行政への信頼感・安心感を裏切ることのないよう、また、

やはり若い市民の方々はこのカードの利用拡大というのを願っている方も多くお見えかと思います

ので、その辺のことをよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、次の標題に移ります。 

  11月19日の全員協議会において、総務部長より、公用バスは本年度末をもって廃止との説明がな

されました。 

   標題２、本市公用バスの今後についてであります。 

  行政は、市の最大のサービス業だとお聞きしたことがあります。 

  それでは、質問に入ります。 

  要旨ア、本市における市有バス事業の開始はいつか。総務部長、よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  標題２、本市公用バスの今後について、要旨ア、本市における市有バス事業の開始はいつかにつ

いてお答えいたします。 

  本市におきましては、市の業務に活用するため、昭和48年にマイクロバスを導入いたしました。

その後、２度バスを更新し、平成16年８月に現在使用しております中型バスに更新をしております。

バスの運行につきましては、導入以来、直営にて行っておりましたが、平成23年度からは市内のバ

ス事業者に業務を委託しております。 

  現在のバスの現状といたしましては、導入後11年を経過し、走行距離につきましては11万6,000

キロメートルほどでございます。乗車定員は41名でございますが、シートベルトの席は31席でござ

います。 

  また、昨年度の利用状況でございますが、日帰りが89件、泊まりが６件、合計95件でございまし

た。 
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  よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  そういたしますと、40年以上前から市の業務で使用されてきたということですね。 

  市の業務のほかに、各種団体の公共的な活動を支援する目的での事業開始であったと考えます。 

  しかしながら、現在、社会情勢は変化して、再検討する時期に入ったことは理解しております。 

  そこで、お尋ねいたします。要旨イ、市有バス廃止の理由は何か。総務部長、よろしくお願いし

ます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  要旨イ、市有バス廃止の理由は何かについてお答えいたします。 

  市有バスを廃止する理由でございますが、主に４点でございます。 

  １点目は、バスの経年劣化などにより、維持管理費が増加していることでございます。昨年度は

335万円ほどの維持管理費がかかりましたが、この内、修繕費は61万円でございました。稼働年数

が10年を超え、今後も修繕費の増加が懸念されているところでございます。 

   ２点目は、バスの性能と使用状況の不一致という点でございます。一般的に中型バスは、高速道

路などを長距離走行し、年間200日程度を走行するような設計でつくられておりまして、短い距離

での利用で、年間100日未満のような利用につきましてはかえって故障が多くなるという面もある

と聞いております。一般的な耐用年数につきましてはおおむね15年、そして、走行距離は、通常50

万キロメートルを超えるとのことでございます。 

  ３点目に、今、申し上げました２つの理由と関連いたしますが、コストの比較によるものでござ

います。バスの取得価格を含めた年間コストは460万円ほどになります。昨年度の実績をもとに、

市、市議会、そして、各種団体の公共的活動の利用の貸し切りバスの賃借に切りかえた場合でござ

いますが、これで年間390万円ほどとなりまして、70万円ほど、現在、コストが削減できるという

ふうに思われます。 

  また、４点目に、現状で市有バスを売却する場合、概算ですが、500万円程度で売却が見込める

ということでございます。 

  これらのことから、今年度をもって市有バスを廃止し、次年度からは必要に応じ、貸し切りバス

を賃借等にて対応することとしたものでございますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  今、廃止への理由の説明は、お話ししていただきました。ある程度、理解はできますが、その前
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に、バスの利用申請が出された場合に、基準に基づいて担当課が使用許可を出されると思いますが、

各課が認める「公共的活動」の範囲規定にばらつきがあるのではないかと推察しております。 

  それでは、質問いたします。要旨ウ、市有バス利用における基準はどのようか。総務部長、よろ

しくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  要旨ウ、市有バス利用における基準はどのようかについてお答えいたします。 

  市有バスにつきましては、その運行基準を設けており、その使用の範囲につきましては、５つの

ケースを定めております。 

  １つ目が市の業務に使用する場合、２つ目が市議会の業務に使用する場合、３つ目が、条例に基

づいて設置された審査会、審議会、協議会及び委員会等が使用する場合、４つ目が市内の社会教育

団体、社会福祉団体及び自治団体が公共的活動に使用する場合、そして、５つ目がその他市長が特

に認める場合でございます。 

  また、この４つ目に定めております団体の使用にあたりましては、当該団体の運営や、バスを利

用しようとする事業に対し、市の補助金などの交付がある場合の使用は認められないこととなって

おります。これは、補助金などを二重に交付することになってしまうことからでございます。 

   更に、市有バスの使用に関しましては、いずれの場合も担当課において、行程等を十分に把握す

る職員が添乗することとしておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございました。今までいろいろ答弁を伺ってまいりましたが、やはりお話の途中に出

てきましたが、今後、バスを維持するとなると、修繕がふえて、経費は今まで以上に増大傾向とな

るということも理解しております。 

  しかし、本市、また、市民のために、長年公共的活動をされておみえの団体への影響はどのよう

に考えてみえるのか。 

  要旨エ、廃止後の利用団体への対応はどのように考えているか。総務部長、よろしくお願いしま

す。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  要旨エ、廃止後の利用団体への対応はどのように考えているかについてお答えいたします。 

  現在の市有バスの運行基準に基づき利用していただいている団体等につきましては、次年度以降

につきましては、担当課において貸し切りバス等の賃借料を予算計上し、適宜対応していくことと
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しております。 

  また、運営補助、事業補助などを受けていただいております団体におきましては、これまでと同

様でございますが、それぞれの団体において自己資金と補助金などを活用して対応していただくこ

とになりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  今までですと、バスを、今までというか今現在もですが、バスを利用したいときに申し出ると、

そのバスがあいていればすぐ利用できますよね。済みません。 

○議長（熊谷隆男君） 

  質問ですか。 

○４番（大久保京子君） 

  はい。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  バスの申し込みにつきましては、担当課ですね。教育委員会とか所管がございますので、そこの

担当課にそれの公的団体が申し込んでいただきます。  

  公的団体につきましては、基準を満たしている、そういった団体につきましては、行程表、自分

たちの随行、そういった部分も含めまして、バスの利用につきまして総務課のほうに連絡がまいり

ますが、先ほど申しましたように、バスは委託しておりますので、利用する場合につきましては、

当日、その次の日とか、そういうふうではなくて、予約には１カ月ほどの期間が必要となりますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  そうしますと、やはり申し込み時期をそれぞれの団体の方の活動計画にあわせて早目に行ってい

ただくということ、その点を注意していただければ、まあ、利用される団体さんの手間と言います

か、それに関しては余り変わりはないと。ただ、その影においては、職員さんの負担というのはや

はりふえるのかなと思いますが、そういうことですね。わかりました。 

  まあ、全国的に人口減少、少子高齢化が進む中、瑞浪市の魅力やすばらしさを向上させ、それを

知ってもらうことで、「この町で暮らしたい」、「この町へ移りたい」、「この町で働きたい」と

感じる町を目指している。若い世代の方たちが多く住んでもらえるまちづくりを進めている。市民

と行政の協働のまちづくりの推進。 

  これら情報の発信で、将来、本市に住んでいただく人たちがふえ、また、20年、30年後、この人
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たちの中からも、この町のためにボランティア活動、また、公共的活動を志す人も出てこられるか

と考えます。 

  ご答弁いただきましたように、各担当課にて予算計上しての対応とのことですが、利用される各

種団体の公共的な活動を支援する目的であることは変わりないと考えます。 

  私は、公共的活動をする団体などの支援や、緊急時の対応などで、利用できるバスはやはり必要

ではないかと考えます。 

  そこで、市長へ質問いたします。要旨オ、市有バスの廃止についてどのように考えるか。市長、

よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  市長 水野光二君。 

○市長（水野光二君） 

  それでは、大久保議員ご質問の要旨オ、市有バスの廃止についてどのように考えるかについてお

答えさせていただきます。 

  私も、市有バスの利便性は十分あると承知はしております。特に、今、議員がご指摘されました

ように、緊急時の対応など、多くの人を乗せられる車両を市で保有するメリットもあるとは思いま

す。しかし、現状でも、運転手や車両の維持管理は専門の業者に委託しております。必要に応じて、

貸し切りバスで対応することは十分可能であると思っております。 

   先ほど、総務部長が説明しましたように、今後は更に維持管理費の経費が増加される懸念がある

中、現状の運行基準をもとに市有バスを維持するよりも、コスト面では賃借に切りかえたほうが有

利であることから、市有バスの廃止を判断したものでございます。 

  市有バスの廃止にあたりましては、現在、貸し出し用の公用ワゴン車２台がありますけれども、

この２台のうちの１台を更新しようと今、計画しております。更新する車両につきましては、使用

状況などを踏まえ、乗車定員などについて検討をしておるところでございます。 

  最後に、市有バスを廃止しましても、貸し切りバスでの対応などで、市の業務、市議会の用務、

各種団体の公的活動に支障がないよう対応してまいりますので、皆さんのご理解とご協力をお願い

したいと思います。 

  以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  ４番 大久保京子君。 

○４番（大久保京子君） 

  ありがとうございました。 

  近隣市の公用バスの現状は、土岐市を除いて中津川市、恵那市、多治見市が運行継続されておみ

えです。 

  お聞きしたところ、本市の福祉バスも、公用バスよりも古い平成８年購入ということで大変古く、

いずれ、近々廃止へと検討されてみえるとのことを聞きました。 
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  市民目線で考えますと、行政サービスが一つなくなってしまうと受けとめられることとなるので

はないかと考えます。 

  市有廃止となっても、しっかりとした対応の上で、各団体への支援の継続をよろしくお願いいた

します。 

  これで、私の一般質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、大久保京子君の質問を終わります。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  ここで、暫時休憩をします。 

  休憩時間は、午後２時45分までとします。 

                                   午後２時29分 休憩 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

                                   午後２時45分 再開 

○議長（熊谷隆男君） 

  それでは、休憩前に引き続き、会議を開きます。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 ○議長（熊谷隆男君） 

  次に、11番 大島正弘君。 

〔11番 大島正弘 登壇〕 

○11番（大島正弘君） 

  皆さん、こんにちは。本日の最終バッターでございます。あと１時間、私におつき合いのほど、

よろしくお願いを申し上げます。 

  冒頭、２つほど話をさせていただきたいと思っております。 

  いつもですと、私がどういう幸せを実感できたかなという話を６月と９月にさせていただきまし

たが、今回は大変不愉快な思いをした話と、もう一つは、私の失敗だったなと思う話でございます。 

  なぜ不愉快であったかと言いますと、今定例会初日に、我々は一般質問を通告するわけでござい

ますが、その日の午後、執行部の方との打ち合わせのために事務局で待っている時間中に、どの人

がどんな質問をされるかなと眺めておりました。 

  そのときに、私が９月の一般質問で標題として取り上げたものが、そのまま要旨で載ってみえた

方がみえました。 

  僕は、事務局に、「なぜこの通告書を受け取ったんだと。受理してはだめやないか。私が９月に

標題として取り上げてやった質問を、なぜ12月にまたやる必要があるのかと」。 

  一般質問というのは、私は真剣勝負の場であると、常々思っております。 

  この席は、議員としての能力を問われ、資質を図られる場であるというふうに承知をしておりま
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す。それを行った結果を、また次の定例会でやられては、私はたまったものではありません。 

  悶々とした気分で家へ帰って、家族にその話をしましたら、「お父さん、何年議員やっとるの。

なめられちゃあかんがね」と、こっぴどく叱られました。 

  私も９月の議会で追及の足りない部分があったかもしれません。しかしながら、やはり議員と議

員の間で、それぞれのルールとかモラルとか、そういうものがあって当然であると私は思っており

ます。 

  同じ標題が重なったとき、９月議会では私と成瀬議員が瑞浪超深地層研究所の問題で重なりまし

たが、そのときは、施設のことに関しては成瀬議員お願いしますよと。私はほかの部分でお聞きし

ますからといって、質問をやらせていただいた記憶があるわけですが、やはり議員間同士でもっと

事前に話し合いをして、「こういうことをやらせていただきたいんですが、よろしくお願いしま

す」とか、そういうことがあってしかるべきではないかなと思ったのが一つでございます。 

  もう一つは、私の住んでいる地域のことでございますが、独居の老人がお見えになりまして、そ

の方が施設へ入所されました。その家は、当然、空き家になったわけでございますが、その空き家

へ水道メーターを測りに見えた方が、前回と比べて、物すごく水道のメーターが回っていると。こ

れは明らかに漏水していますよという指摘をいただかれたそうでございます。 

  金額が80万円ぐらいだったというふうにお聞きしておるわけでございますが、２カ月に一遍でご

ざいます。つまり、２カ月間そういう状態が続いてその金額になったわけだというふうに私は理解

しまして、昨年、条例で水道の検針を２カ月に一遍にしようという条例案が出てきたときに、これ

は行政改革の一端であるからいいことだと。経費も節減できるというふうに安易にとって、私は賛

成をさせていただいたわけでございますが、やはりこれが毎月の検針であったならば、半額の40万

円で済んだのではなかったかなと思っております。 

 

  もう少しその議会において、委員会において、しっかりと議論をして、当然、想定できる事態で

ありましたので、そういうところまで突っ込んだ質問を投げかけて、我々が条例を決めるときにや

らなければいけなかったかなと思って、反省をしております。 

  まあ、ある程度減免処置をしていただいて、負担は軽くなられたということはお聞きしておりま

すが、いま一度考えてもいい課題であるかなと思っております。 

  今後、どこの家でもそういうことがあり得ることだなと思っております。 

  それでは、標題１に入らせていただきます。使用済みスプレー缶・カセットボンベの回収方法に

ついて、私の願いを込めて伺ってまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いを申し上げま

す。 

  この標題を選ぶにあたりましては、市民の安全を第一に考え、「市民をスプレー缶・カセットボ

ンベの爆発事故から守らなければならない」との観点で取り上げました。 

  答弁される成瀬経済部長からは、私の期待どおりの答弁がいただけるものと確信しておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

  なお、私の期待とは、最終的に「回収方法を変更していただく」ということでございます。 
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  それでは、要旨ア、スプレー缶穴明け作業中の度重なる火災事故に対し、環境省から通知があっ

たが、本市はその通知をどのように受け止めているかでございます。 

  なお、環境省からの通知は、いつ、どのようにして本市に周知されたかもお尋ねいたします。よ

ろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  それでは、標題１、使用済みスプレー缶・カセットボンベの回収方法について、要旨ア、スプレ

ー缶穴明け作業中の度重なる火災事故に対し、環境省から通知があったが、本市はその通知をどの

ように受け止めているかについてお答えいたします。 

  ご質問の環境省の通知は、「適正処理困難な廃棄物の処理体制の整備について」という平成27年

６月25日付各都道府県宛ての事務連絡で、内容はエアゾール缶やカセットボンベへの穴あけが原因

と見られる火災による死亡事故が繰り返し発生したことを踏まえ、管内市町村に対して、これらを

廃棄する際、穴あけをしない方向が望ましいことを周知し、地域の実情を踏まえつつ積極的な対応

をとるよう、周知・助言するように依頼されておりまして、本市には６月30日付の岐阜県からの事

務連絡に添えられて届いております。 

  本市では、これまでにスプレー缶等の穴あけによる爆発、火災事故は発生しておりませんが、過

去にスプレー缶が原因と思われるごみ収集車の火災が発生しておりますので、これらの危険を防止

するために、穴あけ、ごみ収集の方法、処分の方法について、あわせて検討をしていきたいと考え

ております。 

 

  答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  ありがとうございました。 

  次に、要旨イを伺います。残った中身のガスの危険性をどの程度認識しているか。また、本市や

近隣市における事故事例はどのようかを、救急救命の担当であります小倉消防長に伺います。 

  また、本市または近隣市に事例がない場合においては、もっと範囲を広げて、事例を示していた

だくようにお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  消防長 小倉秀亀君。 

○消防長（小倉秀亀君） 

  それでは、要旨イ、残った中身のガスの危険性をどの程度認識しているか。また、本市や近隣市

における事故事例はどのようかについてお答えいたします。 

  私たちが日常生活で使用しているカセットボンベなど、いわゆるスプレー缶は、液化ガスまたは
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圧縮ガスとともに内容物を詰め込み、ガスの圧力を利用して噴射する構造となっております。 

  特に冬は、電気ストーブや石油ストーブなど、暖房器具を使用する機会も多くなりますが、スト

ーブなどの温風吹き出し口近くにスプレー缶を置きますと、加熱され、爆発・引火し、炎に包まれ、

大きなやけどを負うなどの重大な事故が発生する可能性もあり、大変危険です。 

  また、スプレー缶を廃棄する際、ガス抜きを台所などの火気を使用するところで行いますと、可

燃性ガスに引火し、火災の原因となる恐れがあるため、取り扱い説明書や注意書きなどをよく読ん

でいただき、正しく使用することが事故防止につながると認識しております。 

  本市の事故事例でございますが、過去10年間で３件発生しており、ガスが残ったまま廃棄された

ため、回収中のごみ収集車内で破裂、引火した火災が２件、スプレー式の殺虫剤を使用し引火した

火災が１件で、この火災による負傷者が１名でございます。 

  近隣市における事故発生状況は、過去10年間で本市と同様に、回収中のごみ収集車で破裂・引火

した事故、殺虫剤使用後にライターに火をつけ引火・爆発した事故などが、多治見市で１件、土岐

市で４件、恵那市で２件、中津川市で３件発生しており、死者はありませんが、負傷者が２名発生

しております。 

  県内では、平成22年から平成26年までの５年間で、スプレー缶などが起因する事故が21件発生し

ており、10名の負傷者が出ております。 

  また、近隣県では、愛知県の廃棄物処理会社でスプレー缶から出た可燃性ガスが爆発し、男性社

員が死亡する事故が発生しております。  

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  答弁、ありがとうございました。やはり今の事例ではありませんが、死亡事故を含め、数多くの

事故事例が今、報告されました。ありがとうございました。 

  消防本部として、やはりこういう事例を真摯に受けとめていただきまして、今後、こういうこと

が起こらないような周知活動をしっかりと行っていただきたいと思っております。 

  次の要旨からは、全て成瀬経済部長にお答え願います。 

  要旨ウ、本市の回収方法についてどのように考えているかでございます。 

  このことを私の思いを込めて家内と会話をしましたら、家内は「慣れているから従来どおりのほ

うがいい」ということを申しておりましたけど、やはりなれているからこそ危険なことがあり得る

というふうに僕は捉えております。 

  現在の本市における回収方法の説明と、その理由についての考えをよろしくお願い申し上げます。 

  要旨ウでございます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

-114- 



 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  要旨ウ、本市の回収方法についてどのように考えているかについてお答えいたします。 

  現在、本市では、スプレー缶・カセットボンベは、不燃ごみとして回収しております。集積場に

出していただく際には、収集時の危険防止のために、中身を使い切り、そして、穴をあけてガス抜

きをしていただくこととしております。回収した缶につきましては、不燃ごみとして回収し、不燃

物最終処分場で分別して、埋め立て処分をしております。 

  また、不燃ごみとして回収しております理由は、汚れた缶やさびた缶はリサイクルできませんの

で、資源ごみは比較的水洗いなどしやすい飲食用の缶に限っており、スプレー缶やカセットボンベ

は資源ごみではなく不燃ごみとして回収しているものです。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  というのが、瑞浪市の現在の状況でありますが、実はインターネット等でよその事例を検索しま

すと、やはり先進地域とは申しませんけど、あらゆる地域においてボンベの回収方法は、今改めら

れつつあるということが掲載されております。 

  そして、要旨オでお聞きしますが、リサイクルとして活用されているという事例も、多々報告さ

れておるわけでございます。  

  次に、全国的にはどのような回収方法がなされているかを、わかる範囲で結構でございますので、

今年度の環境省からの通達後の状況をご報告願いたいと思います。 

  要旨エ、全国的にみて現在における回収方法をどのように考えているか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  それでは、要旨エ、全国的にみて現在における回収方法をどのように考えているかについてお答

えいたします。 

  全国的に見ますと、スプレー缶やカセットボンベを出す際に、住民に穴あけをお願いしている自

治体がまだ多いとは思われますが、政令指定都市で申し上げますと、浜松市や京都市など９市はス

プレー缶に穴をあけない回収方法をとっております。また、名古屋市は本年６月に、そして、札幌

市は環境省の通知後の８月に、穴をあけない回収方法に移行することを表明しております。 

  統計資料としては持っておりませんが、そのほかにも穴あけを不要とする市町村はふえておりま

して、今後、徐々に穴をあけない回収方法への移行が進んでいくものと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 
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○11番（大島正弘君） 

  考えていただいて、ありがとうございます。 

  まあ、やはり最近の傾向として、穴をあけずに回収所へ出すということが、だんだん全国的に浸

透しているということだと私は思っております。 

  また、そうならなければいけないなと思っております。 

  事故が、先ほどの消防長からの報告ではありませんが、死亡事故につながるような事故もこれか

らふえてくると。特に冬場、このような事故もふえると思います。何事かあってからでは、やはり

後から幾ら悔やんでみても始まらないというところがありますので、ぜひ瑞浪市においても、最後

の要旨カでお尋ねしますが、回収方法を検討していただければと思っております。 

  それでは、要旨オでございます。先ほども申しましたが、リサイクルとして再利用してみえる自

治体も数多くあるということで、リサイクル資源として回収できないかをお尋ねさせていただきま

す。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  要旨オ、リサイクル資源として回収できないかについてお答えいたします。 

  スプレー缶やカセットボンベは、金属資源としてリサイクルすることができますが、穴あけ設備

を持っているリサイクル業者に引き渡す場合を除いて、穴をあけてガスを抜いておく必要がありま

す。 

 

  近隣のリサイクル業者に確認をいたしましたところ、やはり「穴をあけたスプレー缶類は資源と

して引き取るが、穴をあけていないものは引き取れない」との回答でした。 

  昨年４月には、瀬戸市の廃棄物処理会社で、資源ごみに紛れていた穴あけされていないスプレー

缶の爆発により死亡事故が起きたこともあり、業界でもスプレー缶類に残る可燃性ガスの引火が危

惧されております。 

  スプレー缶やカセットボンベを資源ごみとして回収することは可能ではありますが、可燃性ガス

の爆発を防止するためには、いずれかの段階でガスを抜かなければならないことが課題となってお

ります。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  再質問ですが、今、部長が言われた、いずれかの段階でガス抜き作業をしなければならないとい

うことですね。ですから、ガスを抜かずに回収をした場合、どこでどのようなことをなされるのが

一番いいと想定されますか。 

○議長（熊谷隆男君） 
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  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  ガスを抜くタイミングですが、ただ今のように、住民の方に穴をあけるなりして抜いていただく、

それから、穴をあけずに出していただいて、回収した段階で穴をあける。そして、穴をあけずに引

き取ってくださるリサイクル業者があれば、そちらで穴をあけて処分していただくという段階があ

ります。 

  今、議員からご提案をいただいておりますのは、住民に穴をあけていただくのは非常に危険だと

いうことですし、そのような事例もありますので、それから、その次の段階にも、いずれも事故の

事例がございますので、どこが一番安全かということを考えて穴を、とにかくガスを抜くような措

置をとらなければならないということですので、次の答弁にかかわってまいりますが、何らかの段

階でガスを抜くということをして、住民の安全を第一に確保したいと、そのように思っております。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  そうですね。最後の要旨でお答えいただくわけですが、まあ、当然、しっかり全部使い切って出

せば、穴をあけてなくても問題のない話でございます。ただ、途中で、使用済みやなくして、残っ

たまま不燃物の回収に出されたり、資源で出されても困るということでございますので、しっかり

と最後まで使い切りましょうというようなことも徹底していただきながら、考えていただくことか

なと思っております。 

 

  この最後の要旨におきましては、今後の瑞浪市の回収方法の方向性をある程度しっかりと示して

いただきたいと思って、要旨カを用意させていただきました。 

  要旨カ、回収方法の変更についての考えはないかをお尋ねいたします。 

  なお、変更した場合に、先ほど申されました資源回収の、例えば穴あけの設備はどの程度かかる

よとか、シルバー人材センターの人を雇えばどのぐらいだという、もし計算ができるものなら、そ

れも示していただければありがたいと思っております。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  経済部長 成瀬 篤君。 

○経済部長（成瀬 篤君） 

  それでは、要旨カ、回収方法の変更についての考えはないかについてお答えいたします。 

  スプレー缶類の回収につきましては、穴あけ時のけがや住宅火災に加えて、ごみ収集車の炎上や

処理工場での爆発の危険もありますので、安全を確保するためには、ごみの出し方、収集の方法、

処分の方法をあわせて考える必要があります。 

  現在、スプレー缶類は不燃ごみとして、他のごみと一緒に回収しているため、どれほどの量が排

出されているのか把握しておりませんので、今後、処分に伴う、あるいは穴あけに要する経費につ

いては、具体的に今いかほどかということはお答えできませんが、回収方法を変える場合には、現
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行のパッカー車での回収、そして、埋め立て処分についても見直すことになります。また、リサイ

クル業者との調整、そして、人員の確保、穴あけ設備の設置が必要となる場合もありますし、何よ

りも市民への十分な周知期間も必要となってまいります。 

  この穴あけにつきましては、先ほどの環境省のほかに、国民生活センター、あるいは業界団体で

あります日本エアゾール協会も、危険防止のためスプレー缶に穴をあけないことを推奨しておりま

すので、市といたしましては、何よりも住民の安全を確保する方向で、具体的な検討をこれから進

めていきたいというふうに思っております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  具体的な検討を進めていただけるという、前向きな答弁をいただいたというふうに理解させてい

ただきます。 

  まあ、先ほど申されましたが、市民に対しての周知期間も相当数月日が必要であると思いますの

で、すぐ次年度とか、再来年度からというふうには申しません。しっかりと準備をしていただいて、

取り組んでいただければと思っております。 

  ありがとうございました。 

   次の標題に移ります。 

  この標題につきましては、ある市民の方からの提言もあり、私が現場を見させていただきまして

も、歩道は整備される必要があると考えまして、取り上げさせていただきました。 

  よりよい結論が導き出されることを期待して尋ねてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、標題２、市道下益見１号線の歩道整備について、要旨ア、現在の市道下益見１号線の

状況はどのようかを、石田建設部長にお尋ねいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、標題２、市道下益見１号線の歩道整備について、要旨ア、現在の市道下益見１号線の

状況はどのようかについてお答えします。 

  市道下益見１号線は、明徳橋の南交差点を起点とし、市道一色・益見線に至る延長400メートル

の２車線の道路です。 

  起点側87.5メートルの区間につきましては、河川側に幅員2.5メートルの歩道が整備されており

います。 

  以上、答弁とします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 
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○11番（大島正弘君） 

  ありがとうございました。次の要旨に移ります。 

  これは土岐橋の架け替えにも関係する話でございます。土岐橋の架け替えにつきましては、去る

11月11日に文化センターにおきまして、地元説明会が行われました。市議会議員５名を含む約40名

の地域の方々が参加をしておみえになりました。 

  私はこの土岐橋の架け替え事業に対し、賛成の立場でございます。現在、工事中の土岐町木の暮

大正堰工区の事業が順調に完成すれば、土岐橋は平成29年度事業着手の運びになると伺っておりま

す。一日も早く完成することを楽しみにしております。 

  この工事の一番の効果は、何と言いましても、水害防止のための堤防整備でございます。橋は堤

防を整備するためにどうしても付け替えの必要が生じてくるものと認識しております。 

  小里川との合流点であり、先般の鬼怒川の茨城県常総市の水害で見たように、一度堤防が決壊す

れば、大災害となることは一目瞭然でございます。 

  このような100年に１度の災害に備え、橋と堤防の整備は避けて通ることはできないと感じてい

ます。 

  また、現在の土岐橋４差路は、頻繁に交通事故が多発しており、警察も事故防止のため、一旦停

止違反の検問をたびたび行わざるを得ない状況になっております。 

  橋と橋との３差路になることで、土岐橋からの車両は堤防道路に侵入する際、必ず一旦停止が必

要となり、左右の確認もなされることになると思います。  

  したがって、出会い頭の交通事故は激減すると推察いたします。また、それは歩行者の安全も確

保されるということであり、様々な面から、ぜひ順調にことを運んでいただきたく思っております。 

  それでは、要旨イ、土岐橋架け替え工事中における歩行者の流れをどのように推測するかを伺い

ます。 

  先日行われました通行量の調査結果もあわせてご報告をお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

 建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、要旨イ、土岐橋架け替え工事中における歩行者の流れをどのように推測するかについ

てお答えします。 

  先日行いました交通量調査の結果は、土岐橋を通行してみえる歩行者が、調査しました時間の平

日の午前５時から午後９時までの間に、瑞浪駅から益見方面、益見方面から瑞浪駅への両方向で、

2,279人でした。そのうち、２つの高校の生徒のＪＲ利用状況などを聞き取った結果、高校生は

1,600人程度であると思われます。また、同様に、休日の同時間には679人でした。 

  架け替え工事中には、高校生は明徳橋経由で通学し、明徳橋経由で市道下益見１号線を通って通

学し、その他の方は目的によって明徳橋、もしくは、瑞浪大橋を選択されると予想します。 

  なお、架け替え工事に必要な期間につきましては、２年以上の長期間にわたると考えております。 
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  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  ただ今の答弁をお聞きしまして、やはり市道下益見１号線の歩道の整備ということは、行政とし

てしっかりと考えていただかなければいけないなと思っております。 

  まあ、あそこは工事がやりやすいかやりにくいかと言えば、費用がたくさんかかる、例えば、伏

せ越し等がありますので、行政負担が大変大きいものだと捉えておりますが、一番手っ取り早いと

言いますと、やはり水路を伏せ越しして、水路のない部分は土地を少し買収していただきまして、

歩道を整備されるのがいいかなと思っております。 

  また、最近におきましては、全国的に農業用水路へ人が転落し、その事故で多くの高齢者が死亡

事故となった事例もたくさん報告を受けております。 

  私も岡山へ行政視察へ行った際、一緒に二人で歩いていたもう一人の議員が、突然水路に転落さ

れまして、私が手を差し伸べなかったら、一人では到底上がってくることもできない危険な水路で

あったことを経験しております。今、思い浮かべましても、大変危険な出来事であったと思ってお

ります。 

  そうした危険を取り除くためにも、水路を伏せ越ししていただいて、歩道整備をしていただくと

いうことは、一石二鳥の効果があるのではないかなと思って、質問として取り上げさせていただき

ました。 

 

  それでは、要旨ウ、歩道整備の必要性をどのように捉えているかを伺います。 

○議長（熊谷隆男君） 

  建設部長 石田智久君。 

○建設部長（石田智久君） 

  それでは、要旨ウ、歩道整備の必要性をどのように捉えているかについてお答えします。 

  土岐橋架け替え工事時には、市道下益見１号線へは土岐橋経由の高校生が両方向で1,600人転換

するものと推測されます。 

  調査の結果、現在、市道下益見１号線では、両方向で約200名の高校生が通学されております。

工事中には、現在の歩行者の９倍もの交通量が発生するかと思います。 

  歩行者通行量増加により、交通安全上の危険性が増すため、今後、歩行者が安全に通行できるよ

うに、歩道整備が必要だと考えます。 

  歩道の設置方法につきましては、事業費用を検証する中で決定していきたいと考えます。 

  現在の水路には、車道側にはガードレールがついておりますので、通常の状態では落ち込むよう

なことはないかと思います。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 
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  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  確かに、ガードレールがついておりまして、転落の危険性はない水路だと私は捉えておりますが、

いずれにしても、今、部長、大変前向きな答弁をしていただきましてありがとうございました。歩

道の整備は必要であるというふうに捉えているということで、期待をしておりますので、平成29年

度から事業着手でございますので、橋が落とされるのは平成31年度ぐらいかなと計算するわけでご

ざいますが、それに向けまして、しっかりとした準備を怠らないようにしていただければと思って

おります。そのときは、部長も私もおりませんかもしれませんが、後の方に期待をしております。 

  最後の標題に入ります。 

  この標題は、きょうはもうシートカバーが随分とられていて、白い外壁があらわになっておりま

したけど、つい先日まではシートで覆われて、外装も中の改装も、我々の目にさらされることなく

工事が進んでおります西分庁舎の件でございます。 

  工事が完成後には、一体どのような利用がなされるのであろうかと思い、一般質問の標題とさせ

ていただきました。 

  先ほど来行われました一般質問の中でも西分庁舎がまちづくりの拠点になるという話はたびたび

出てまいりましたが、それも踏まえましてお伺いをしてまいります。 

  西分庁舎の改築工事は、平成27年８月19日に一般競争入札におきまして、板垣建設株式会社さん

が１億2,960万円という高額で請け負われまして、平成28年２月29日までに工事が完了、引き渡し

されるという契約がなされておりました。 

 

  事業実施の目的には、調査機能に加え、まちづくり活動の拠点施設としての機能を持つ施設とし

て整備され、平成28年４月１日から利用されるものというふうに伺っております。 

  標題３、西分庁舎の利用方法について、要旨ア、本庁機能の一部移転は考えているか。また、各

地区まちづくり支援職員の体制と部屋の配置はどのようかを伺います。 

  本庁機能の一部移転につきましては、そのようにした理由を報告していただき、部屋の配置と市

民の窓口利用はどのようになるかを含めまして水野総務部長に、また、各地区まちづくり支援職員

の体制とまちづくり組織の人々が会議等を行う場合はどうなるかは、加藤まちづくり推進部長にお

答えをお願いいたします。 

  答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  それでは、標題３、西分庁舎の利用方法について、要旨アのうち、私からは本庁舎機能の一部移

転は考えているかについてお答えいたします。 

  まず、西分庁舎の機能につきましては、庁舎の一部とし、１階の一部を「協働によるまちづく

り」を進めるために「まちづくりの拠点施設」としての活用を予定しております。この拠点では、
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まちづくり推進組織や自治会などの「まちづくり」に関係する市民の皆さんの利用を目的としてお

ります。したがいまして、地区公民館などのように、使用料を設定し、一般に貸し出しする施設と

しては考えておりません。 

  西分庁舎への本庁機能の一部移転につきましては、１階に市民協働課を配置し、２階には庁舎の

有効活用の観点から、環境課と選挙管理委員会及び監査委員会事務局の移転を考えております。 

  市民協働課は、先に述べましたように、「協働によるまちづくり」を進めるという観点から１階

に配置し、２階に配置する環境課は、現在、本庁の４階で業務を行っておりますが、環境課に訪れ

る市民の方も増加傾向にあり、また、職員が現場に出る機会も多いことから、業務のしやすさを考

慮しております。また、選挙管理委員会及び監査委員会事務局は、現在は本庁の２階会議室で業務

を行っております。できるだけ両委員会とも独立性を確保するという観点から、また、選挙管理委

員会においては、選挙を執行する際、期日前投票所及び上平投票所の開設につきまして、西分庁舎

の１階会議室を利用でき、投票所の環境の向上が目指せるというものでございます。 

  そのほかにも、部署の移転ではございませんが、西分庁舎の２階には会議室等が設置されますの

で、本庁舎２階にあります入札室などの移転もできないか検討しているところでございます。 

  次に、セキュリティ対策でございますが、これにつきましては、まちづくり関係者の皆さんの利

用は、平日の夜間、そして、土・日・祝日の利用が多くなります。「まちづくりの拠点施設」とし

て活用していただく区域と、移転する課等が利用する部分は、閉庁時間帯はグリルシャッターを下

ろして仕切りを設置いたします。これは、移転する課等が保有する個人情報等の管理を徹底するた

めのもので、しっかりと移転する課等のセキュリティ対策を講じてまいります。 

 

  市民の皆さんの窓口利用につきましては、西分庁舎への移転の詳細が決まり次第、連合自治会な

どで報告するとともに、広報などで市民の皆さんに周知を図ってまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、私からは要旨アのうち、各地区まちづくり支援職員の体制はどのようかについてお答

えいたします。 

  西分庁舎の整備に伴いまして、夢づくり地域活動支援室の地区担当支援職員の配置を変更すると

いうことは考えておりませんが、現在進めております集落支援員制度に関連いたしまして、支援室

の職員数等、体制の見直しを進めておるところでございます。 

  集落支援員は、コミュニティーセンターが設置されている地区につきましては、センターの事務

室において事務を行っていただくことが基本となりますが、コミュニティーセンターの設置されて

いない地区について、西分庁舎に事務室を用意することとしております。 

  また、まちづくり推進組織の皆さんが会議を行われる場合でございますが、それぞれの支援職員
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を通しまして会議室を押さえていただく形にしたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  ちょっと再質問します。今お聞きしたところでは、庁舎機能で市民協働課と環境課が移るという

ことで、部をまたいで、経済部とまちづくり推進部の部をまたいで行っちゃうわけですが、そうい

うこと。例えば、部が一つそっくり移動したほうが、部長としての立場として、機能というか、部

長の活躍する場とか、何て言うのか、部長の統率力と言いますか、そういうものが、目が行き届く

と言いますか、そういうことでは、一つの部がそっくり移動したほうが、庁舎機能を移すならその

ほうがいいのかなと思ってお聞きしたわけですが、そういうことは全然考慮されなかったんですか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  総務部長 水野 正君。 

○総務部長（水野 正君） 

  今、言われますように、部全体が移行という部分もあるわけでございますが、現在におきまして

も、民生部の一部につきましては保健センターで配置しておりますが、この部分については支障は

出ておりませんので、西分庁舎につきましては、敷地内にもありますので、こういった部分につい

ても支障はないというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。  

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  まあ、保健センターと一緒にされちゃうと、ちょっと保健センターは、まあ、すぐ隣と言います

か、通路もしっかり確保されてて移動しやすいわけですが、分庁舎となると、やはり駐車場を横切

って、移動もありますし、まあ、決められたことに僕がとやかく言うわけにはいきませんけど、こ

ういう方針で行かれるというなら、やはり部長の目がしっかりと行き届くような、そういった体制。

次長をそこに持ってくるということもいかんかもしれんけど、課長がその役目をしっかり果たされ

るかなと思うわけですが、いずれにしても、ちょっと島流しにあったような気がします。そういう

言い方はいかんね。ちょっと表現が悪くて申しわけないんですが、何か分断して、持っていかれる

のはちょっと気に入らんけど、まあ、いいや。 

  まあ、しっかりと与えられた場で職責を果たしていただきたいと思います。 

  加藤部長にお聞きします。集落支援員さんが常駐されるようなお話をされたわけでございますが、

コミュニティーセンターがない地域ですね。土岐、明世、瑞浪地区ですか。で、集落支援員さんは

何名ほど予定しておみえでしょうか。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 
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○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  今、それぞれのまちづくり推進組織の皆様にご意向を伺っているところでございますが、基本的

には各地区お一人ずつ、集落支援員を配置する方針でございます。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  各地区１人と言いますと、３名ほどの支援員さんがあそこに常駐されると。常駐って、常駐する

ほど高給を払えないと思いますので、毎日勤めていただくというわけにもいきませんけど、まあ、

あそこに詰めていただくことができるというふうで捉えさせていただきます。 

  それでは、次の要旨を伺います。 

  今回、改修されました西分庁舎は、先日配布されました「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

おける基本目標の第４項、重点戦略②のところで、「誰もがいきいき、まちづくりのまち」という

ところで、「まちづくり活動拠点整備事業」というふうにしてうたってあるわけでございますが、

話によりますと、土岐も明世も瑞浪も、そこへ行くことをなんか嫌がっておる。何か話がうまくつ

いていないようなこともお聞きしておるわけでございますが、私はせっかく整備されました西分庁

舎でございますので、コミュニティーセンターのない地域のまちづくりの人たちは、しっかりとし

た活動拠点として西分庁舎を利用していただきたいというふうに思っております。 

   土岐地区ですと、主に防災センターで会議が行われている、瑞浪地区ですと文化センター、明世

地区ですと体育館で行われているかと思いますが、もろもろの会議を含めて、しっかりと西分庁舎

を使っていただけるように指導していただきたいと思っております。 

  要旨イを伺います。まちづくりの拠点となるが、全市的な連携はどのように図られるかを伺いま

す。よろしくお願いします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  それでは、要旨イ、まちづくりの拠点となるが、全市的な連携はどのように図られるかについて

お答えいたします。 

  西分庁舎には、コミュニティーセンターが設置されていない地区のまちづくり推進組織が共同で

利用する事務所を整備します。また、１階には会議室もございますので、市全体のまちづくり活動

にも使っていただけるものと考えております。 

  更に、庁舎のホールには、各地区のまちづくり推進組織や市民団体等が情報を発信できる機能を

持たせる予定ですので、まちづくりの拠点として活発な協議を進める場、まちづくり推進組織相互

や各種市民団体との連携を進める場として、活用いただきたいと考えております。 

  このほか、先ほどの答弁にもありましたように、市民協働課の事務スペースが１階にございます

ので、まちづくり全般に関するご相談を気軽にしていただける窓口にしたいとも考えております。 
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  以上、答弁といたします。 

○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  今の答弁で、「倉庫」としての機能もというようなことが今、出てこなかったですか。「倉庫」

という言葉が。 

  ちょっと僕はっきり、確認ですが、出てきておったら、ちょっと一言を言いたいですが。 

○議長（熊谷隆男君） 

  まちづくり推進部長 加藤誠二君。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  「相互」、お互いにという。 

○11番（大島正弘君） 

  「相互」。 

○まちづくり推進部長（加藤誠二君） 

  「倉庫」ではございません。 

○11番（大島正弘君） 

  ごめんなさい。僕の聞き間違いでした。 

 ○議長（熊谷隆男君） 

  11番 大島正弘君。 

○11番（大島正弘君） 

  聞き間違いで、大変失礼しました。 

  せっかく１億3,000万円もかけて、倉庫に使ってもらったらちょっと申しわけないで、やはり有

効利用、倉庫は倉庫で別のところに構えていただいて、あのフロアを有効に使っていただきたいと。

費用対効果に合う施設として、しっかりと活動の場と、市長の１丁目１番地の課題ですから、これ

は市長のために整備したようなものですから、このまちづくりの拠点ですから、しっかりと行政は

利用して、皆さんに、まちづくりの人たちに利用していただけるということをお願いしていただき

たいということを申し上げまして、私の一般質問を終了させていただきます。 

  ありがとうございました。（拍手） 

○議長（熊谷隆男君） 

  以上で、大島正弘君の質問を終わります。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

○議長（熊谷隆男君） 

  ここで、お諮りします。 

  本日の会議はこのあたりでとどめ、延会にいたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

  異議なしと認めます。 

  したがって、本日はこれをもって延会とすることに決しました。 

  あす17日は、午前９時から本会議を再開いたしますので、定刻までにご参集願います。 

  ご苦労様でした。 

                                   午後３時38分 延会 
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    地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。 
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